
   

 
 

 

調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  農業協同組合及び同連合会一斉調査（農業協同組合一斉調査票（総合農協）） 

 

２ 調査の目的 

信用、共済、販売等の事業を総合的に行う総合農協の指導・監督や制度の見直し等のための資料を整備する

とともに広く国民に情報を提供する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   農業協同組合（総合農協） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

   約600組合 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

    「農業協同組合名簿（総合農協）」を使用 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

  ・組合の名称、住所及び設立登記年月日 

  ・組合の地帯分類 

  ・複数正組合員制 

  ・役員選出方法 

  ・職員 

  ・組合員の資格 
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  ・組合員組織 

  ・給与・定年制 

  ・実施した事業 

  ・共同利用施設等の状況 

  ・事業契約 

  ・貸借対照表 

  ・この事業年度中に支払った諸税 

  ・損益計算書 

  ・信用事業 

  ・系統外出資等の状況 

  ・販売事業 

  ・加工事業 

  ・購買店舗数 

  ・補助金等 

  ・奨励金・特別配当 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

  組合の名称、住所等は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いる

ものであり、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査実施年の前年４月１日から調査実施年の３月31日までの間に終了した事業年度（12か月）の状

況について、当該事業年度末現在で把握 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

   農林水産省本省―都道府県―報告者 

 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 
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原則として、農林水産省本省から都道府県経由で郵送により調査票を配布・回収する自計申告の方法で

行う。ただし、報告者の希望により、電子メールにより調査票を配布・回収する自計申告の方法で行う。な

お、電子メールの送受信に当たっては、調査票が保存されているファイルに対して、調査対象ごとに異な

るパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずることとする。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年： ） 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査票の配布 ５月下旬 

調査票の回収 10月下旬 

 

８ 集計事項 

  ５（１）の項目を全国・都道府県別、地帯別及び規模別に集計する。（詳細は、別添１を参照） 

  （注）集計上必要となる規模別（正組合員数別）に関する事項については、農業協同組合法（昭和22年法

律第132号）に基づく行政記録情報等を利用することとし、本調査では報告を求めない。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

   （注）公表に当たっては、本調査に代わり、農業協同組合法に基づく行政記録情報等により把握した財

務諸表等の取りまとめ結果を併せて公表する。 

 

（３）公表の期日 

調査実施年の翌年の３月 

 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  
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調査対象の範囲の画定において、日本標準産業分類を使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

記入済み調査票：調査実施年の翌年の４月１日から起算して１年 

調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

（２）保存責任者 

農林水産省大臣官房統計部長 
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調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  農業協同組合及び同連合会一斉調査（農業協同組合連合会（都道府県区域）一斉調査票） 

 

２ 調査の目的 

特定の業務に特化して事業を行う連合会の指導・監督や制度の見直し等のための資料を整備するとともに広

く国民に情報を提供する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   農業協同組合連合会（都道府県区域（別紙を除く）） 

   全国区域、２県以上全国区域未満及び県区域未満の連合会を除く。 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

   約100組合 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

    「農業協同組合連合会名簿」を使用 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

  ・連合会の名称、住所及び設立登記年月日 

  ・会員数 

  ・附加議決（選挙）権 

  ・役員数 

  ・補助金・助成金 
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  ・本事業年度中に支払った諸税 

  ・外部出資 

  ・職員数及び本所、支所、出張所、代理所数等 

  ・職員給与状況 

  ・信連貸借対照表の明細 

  ・購買・販売事業 

  ・加工（製造）事業 

  ・共同利用施設等の所有状況 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

連合会の名称、住所等は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用い

るものであり、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査実施年の前年４月１日から調査実施年の３月31日までの間に終了した事業年度（12か月）の状

況について、当該事業年度末現在で把握 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

   都府県（沖縄を除く）：農林水産省本省―地方農政局―報告者 

   北海道：農林水産省本省－報告者 

 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

原則として、農林水産省本省から地方農政局経由で郵送により調査票を配布・回収する自計申告の方法

で行う。ただし、報告者の希望により、電子メールにより調査票を配布及び回収する自計調査の方法で行

う。なお、電子メールの送受信に当たっては、調査票が保存されているファイルに対して、調査対象ごとに

異なるパスワードを設定したセキュリティ対策を講ずることとする。 

 

７ 報告を求める期間 
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（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年： ） 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査票の配布 ５月下旬 

調査票の回収 10月下旬 

 

８ 集計事項 

  ５（１）の項目を業種別に集計する。（詳細は、別添２を参照） 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

   （注）公表に当たっては、本調査に代わり、農業協同組合法（昭和22年法律第132号に基づく行政記録情

報等により把握した財務諸表等の取りまとめ結果を併せて公表する。 

 

（３）公表の期日 

調査実施年の翌年の３月 

 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  

調査対象の範囲の画定において、日本標準産業分類を使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

記入済み調査票：調査実施年の翌年の４月１日から起算して１年 

調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

（２）保存責任者 

農林水産省大臣官房統計部長 
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調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

  農業協同組合及び同連合会一斉調査（農業協同組合一斉調査票（専門農協）） 

 

２ 調査の目的 

特定業種に特化して事業を行う専門農協の指導・監督や制度の見直し等のための資料を整備するとともに広

く国民に情報を提供する。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

   農業協同組合（専門農協） 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

   約800組合 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

    「農業協同組合名簿（専門農協）」を使用 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

  ・組合の名称、住所等 

  ・この調査票に記入した事業年度の始期と終期 

  ・組合員数 

  ・役員数 

  ・職員数 

  ・職員の給与状況 
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  ・株式会社への株式取得状況 

  ・財務状況 

  ・損益状況 

  ・剰余金処分又は損失金処理計算書 

  ・補助金 

  ・この事業年度中に支払った諸税 

  ・購買事業 

  ・販売事業 

  ・加工事業 

  ・その他の事業 

 ・共同利用施設所有状況 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

  組合の名称、住所等は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用いる

ものであり、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

調査実施年の前年４月１日から調査実施年の３月31日までの間に終了した事業年度（12か月）の状

況について、当該事業年度末現在で把握 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

  ア 都道府県を超えない区域を地区とする専門農協 

農林水産省本省―都道府県―報告者 

  イ 都道府県を超える区域を地区とする専門農協 

    農林水産省本省－報告者 

 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

原則として、報告者に対し郵送により調査票を配布・回収する自計申告の方法で行う。ただし、報告者の
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希望により、電子メールにより調査票を配布・回収する自計申告の方法で行う。なお、電子メールの送受信

に当たっては、調査票が保存されているファイルに対して、調査対象ごとに異なるパスワードを設定した

セキュリティ対策を講ずることとする。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 ■２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：2020年 ） 

 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

調査票の配布 ５月下旬 

調査票の回収 ８月下旬 

 

８ 集計事項 

  ５（１）の項目を全国・都道府県別、地帯別及び規模別に集計する。（詳細は、別添３を参照） 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

 

（２）公表の方法（■e-Stat □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

 

（３）公表の期日 

調査実施年の翌年の３月 

 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  

調査対象の範囲の画定において、日本標準産業分類を使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

記入済み調査票：調査実施年の翌年の４月１日から起算して１年 
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調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

（２）保存責任者 

農林水産省大臣官房統計部長 
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（総務省申請資料） 別添１
総合農協結果表

第１部　都道府県別統計表
事業年度 調査状況

【地域】
北海道
東北 集計組合数 うち合併組合 うち特定組合 計 集計除外
関東 (昭和36.4.1以降) 組 合 数
北陸 小　計 事業停止 その他
東海
近畿

中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

第１部　都道府県別統計表
事業年度 事業年度

【地域】
北海道
東北 集        計 ４～３月 ５～４ ６～５ ７～６ ８～７ ９～８ 10～９ 11～10 12～11 １～12 ２～１ ３～２月
関東 組   合   数
北陸
東海
近畿

中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側

未　　調　　査　　組　　合　　数

未　報　告　組　合　数

表　　　　　　　　　　頭

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭
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県及び正組合員数 １　地帯別及び規模別組合数

令.○
合計 集     　　 計 都　 市　 地　 帯 都市的農村地帯 中 山 間 地 帯 農  村  地  帯

比率 組  　合　  数 　 　 　 　
～499
500～999
1,000～1,999
2,000～2,999
3,000～4,999
5,000～9,999
10,000～19,999
20,000～

北海道
計
～499
500～999
1,000～1,999
2,000～2,999
3,000～4,999
5,000～9,999
10,000～19,999
20,000～

上記同様の表側を北海
道以外の46都府県につ
いて作成

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

２　　組　　合　　員

事業年度

(1) 組合員数及び組合員戸数

【地域】
北海道 正組合員
東北
関東 計
北陸 個人 法人・団体 小計 個人 法人
東海 うち女性 農事組合法人 その他法人

近畿
中国・四国
九州

沖縄
【都道府県】 准組合員
北海道
青森
岩手 小計 個人 法人・団体

宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木 (2) 正組合員戸数別組合数
群馬
埼玉
千葉  
東京 500戸  500～  1,000～  2,000～  3,000～  5,000～ 10,000～ 20,000戸
神奈川 未　満 999 1,999 2,999 4,999 9,999 19,999 以　上
山梨
長野
静岡
新潟
富山  (3) 正組合員の資格

石川
福井
岐阜
愛知 該当組合 ５アール ５アール 10アール 該当組合 60日未満 60日以上 90日以上
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良 (4) 准組合員の資格

和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

正組合員
戸数

准組合員
戸数

農業協
同組合

農事組
合法人

その他団
体

表　　　　　側

一戸複数
正組合員
制実施組

合数 うち組合
員たる地
位を失わ
ない者

表　　　　　　　　　　頭

准組合員の資格

組合の地
区内に勤
務地を有
する個人

組合の地
区外に住
所を有す
る個人

集計
組合数

耕作面積 農業従事日数

14



事業年度 ３　役職員

(1) 役職員数
【地域】
北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森
岩手 うち女性
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良 監事計 常勤監事
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛 合計 参事
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

役員合計
うち実践
的能力者

うち実務
精通者

うち使用
人兼務

経営管理
委員

理事計 常勤理事 うち省令
第76条の
２に該当
する者

うち認定
農業者

うち実践
的能力者

うち省令
第76条の
２に該当
する者

うち女性

うち常勤
うち認定
農業者

うち省令
第76条の
２に該当
する者

うち正組
合員以外

うち認定
農業者

うち女性
うち組合

長
うち正組
合員以外

非常勤理
事

うち省令
第76条の
２に該当
する者

うち認定
農業者

うち実践
的能力者

うち女性

うち女性 うち員外

うち女性
うち常勤

嘱託 うち女性

営農
指導員

その他
職員

うち実務
精通者

うち女性 うち員外

非常勤
監事 うち実務

精通者

うち正組
合員以外

15



事業年度

(1) 役職員数（続き）
【地域】
北海道
東北
関東 合計 参事
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄 (2) 役員選出方法
【都道府県】
北海道
青森
岩手 選挙 選任
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木  (3) 経営管理委員及び理事の年齢構成
群馬
埼玉
千葉
東京 計 45歳以下 46～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70歳以上
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山  (4) 職員員数別組合数
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛  (5) 職員の担当業務別人員数
高知
福岡
佐賀
長崎 職員合計 信用 共済
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

10人未満 10～19 20～29 30～39 40～49

集計
組合数 経営管理

委員
理事・監

事
経営管理

委員
理事・監

事

営農
指導員

その他
職員

うち女性
うち常勤

嘱託 うち女性

600人
以上

該当
組合数

うち外務
専従

うち貸付
専従者

うち貯金
専従者

うち専従
者

50～69

70～99 100～149 150～199 200～299 300～399 400～499
500～
599

集計
組合数

農協青(壮)年部枠設
置組合数

女性枠設置組合数

いないも
の

16



事業年度

 (5) 職員の担当業務別人員数（続き）

【地域】
北海道
東北
関東 購買 販売 保管 加工
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州

沖縄
【都道府県】
北海道
青森 利用 指導 管理
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城 (6) 臨時・パート職員の担当業務別人員数

栃木
群馬
埼玉
千葉 職員合計 信用 共済
東京
神奈川
山梨
長野
静岡

新潟
富山
石川
福井 購買 販売 保管 加工
岐阜

愛知
三重
滋賀
京都

大阪
兵庫
奈良
和歌山 利用 指導 管理
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島  (7) 営農指導員
香川 　(a) 員数別組合数

愛媛
高知
福岡
佐賀 集　　計 １人 ２ ３ ４ ５～６ ７～10 11～20 21～30 31人以上
長崎 組 合 数
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

宅地等供
給

その他事
業

うち内部
監査担当

該当
組合数

うち外務
専従

うち貸付
専従者

うち貯金
専従者

うち専従
者

うち生産
資材に従

事

うち米専
従

うち生産
資材に従

事

うち米専
従

宅地等
供給

その他
事業

いないも
の
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事業年度

　(b) 種類別従事者数

【地域】
北海道
東北
関東 計 耕種 畜産 野菜 果樹 その他
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄 　(c) 種類別従事割合

【都道府県】
北海道
青森
岩手 計 耕種 畜産 野菜 果樹 その他
宮城
秋田
山形

福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

農家の経
営指導

農業機械
技術指導

農家の経
営指導

農業機械
技術指導
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度

４　支所、出張所等出先機関設置状況

(1)出先機関数等

【地域】

北海道 本所（本店）

東北

関東 該当組合数 計 支所（支店） 事  業  所

北陸 ・出張所

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄  (2) 出先機関設置か所数別組合数

【都道府県】

北海道

青森

岩手 設置して １か所 ２ ３ ４ ５

宮城 いない

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉 ６ ７ ８～10 11～14 15～19 20～29 30か所以上

東京

神奈川
山梨
長野
静岡
新潟 ５　組合員組織
富山  (1) 集落組織

石川
福井
岐阜

愛知 該当組合数 組  織  数

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良 (2) 業種別生産組織

和歌山

鳥取

島根

岡山 該当組合数 組　織　数 該当組合数 組  織  数 該当組合数 組  織  数

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分 該当組合数 組　織　数 該当組合数 組　織　数 該当組合数 組　織　数 該当組合数 組　織　数

宮崎

鹿児島

沖縄

表　　　　　　　　　　頭

野        菜

鶏

表　　　　　側

 出   　  先   　  機　     関   　  数

うち信用事
業を行って
いるもの

うち信用事
業を行って
いるもの

集計
組合数

１組織
平均戸数

合  　  　計 耕        種

牛 豚

畜　　　　　　産

そ　の　他

19



事業年度

(2) 業種別生産組織（続き）

【地域】

北海道

東北

関東 該当組合数 組　織　数 該当組合数 組　織　数 該当組合数 組　織　数

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄  (3) 青年・女性部組織

【都道府県】

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

山梨

長野

静岡

新潟

富山

石川

福井

岐阜

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表　　　　　側

果　　　　樹 花き・花木 そ　の　他

表　　　　　　　　　　頭

農協青
（壮）年部
設置組合数

農協女性部
設置組合数

20



（総務省申請資料）
総合農協結果表

６　貸借対照表
　総括表

系統預金 科          目 総    額 １組合当たり 科           目 総    額 １組合当たり
系統外預金
譲渡性預金

４
５

６

10

表　　　　　　　　　　頭

（ ７ ） 買 入 金 銭 債 権
（ ８ ） 商 品 有 価 証 券
（ ９ ） 金 銭 の 信 託

コ ー ル ロ ー ン
（ ４ ） 買 現 先 勘 定
（ ５ ） 債券貸借取引支払保証
（ ６ ） 買 入 手 形

表　　　　　側

１ 信 用 事 業 資 産
（ 1 ） 現 金
（ ２ ） 預 金

（ １ ０ ） 有 価 証 券
国 債
地 方 債
政 府 保 証 債
金 融 債

資　　　　　　　　　産 負　債　及　び　純　資　産

（ ３ ）

（ 1 １ ） 貸 出 金
（ 12 ） 外 国 為 替
（ 13 ） その他の信用事業資産

短 期 社 債
社 債
外 国 証 券
株 式
受 益 証 券
投 資 証 券

（ 15 ） 貸 倒 引 当 金
２ 共 済 事 業 資 産
（ 1 ） 共 済 貸 付 金
（ ２ ） 共 済 未 収 利 息

未 収 収 益
金 融 派 生 商 品
金融商品等差入担
そ の 他 の 資 産

（ 14 ） 債 務 保 証 見 返

（ ２ ） 経 済 事 業 未 収 金
（ ３ ） 経 済 受 託 債 権
（ ４ ） 棚 卸 資 産

（ ３ ） その他の共済事業資産
（ ４ ） 貸 倒 引 当 金
３ 経 済 事 業 資 産
（ 1 ） 受 取 手 形

（ 1 ） 有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 装 置
土 地
リ ー ス 資 産

（ ５ ） その他の経済事業資産
（ ６ ） 貸 倒 引 当 金

   雑               資              産
   固         定        資         産

その他の無形固定資
   外        部         出         資
（ 1 ） 外 部 出 資
（ ２ ） 外部出資等損失引

建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資

７    前    払    年    金    費    用
８     繰    延    税    金    資    産
９ 再評価に係る繰延税金資

  繰         延         資         産
資 産 の 部 合 計

減価償却累計額（控
( ２ ) 無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

未 払 費 用
金 融 派 生 商 品
金融商品等受入
そ の 他 の 負 債

金融商品取引責

５

６

１

任 意 積 立 金
当期未処分剰余
（当期未処理損失金差引）

うち当期剰余金
（当期損失金差

２

（ ６ ） 外 国 為 替

１ 信 用 事 業 負 債
（ 1 ） 貯 金
（ ２ ） 譲 渡 性 貯 金

（ ７ ） その他の信用事業負債

（ ８ ） 諸 引 当 金

（ ３ ） 売 現 先 勘 定
（ ４ ） 債券貸借取引受入担保
（ ５ ） 借 入 金

（ ３ ） 共 済 未 払 利 息
（ ４ ） 未経過共済付加収入
（ ５ ） 共 済 未 払 費 用

（ ９ ） 債 務 保 証
２ 共 済 事 業 負 債
（ 1 ） 共 済 借 入 金
（ ２ ） 共 済 資 金

（ ３ ） 経 済 受 託 債 務
（ ４ ） その他の経済事業負債
４ 設 備 借 入 金

   雑               負      　       債

（ ６ ） その他の共済事業負債
３ 経 済 事 業 負 債
（ 1 ） 支 払 手 形
（ ２ ） 経 済 事 業 未 払 金

（ ４ ） そ の 他 の 負 債
   諸         引         当         金

（ 1 ） 賞 与 引 当 金
（ ２ ） 退 職 給 付 引 当 金

（ 1 ） 未 払 法 人 税 等
（ ２ ） リ ー ス 債 務
（ ３ ） 資 産 除 去 債 務

資 本 準 備 金

負 債 の 部 合 計
組 合 員 資 本

（ １ ） 出 資 金
（ う ち 後 配 出 資 金 ）

（ ３ ） 役員退職慰労引当金
（４） そ の 他 の 引 当 金

７ 繰 延 税 金 負 債
８ 再評価に係る繰延税金負

（３） 土 地 再 評 価 差 額 金
純 資 産 の 部 合 計
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

（７） 処 分 未 済 持 分
評 価 ・ 換 算 差 額 等

（１） その他有価証券評価差
（２） 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

（ ５ ） 再 評 価 積 立 金
（ ６ ） 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
その他利益剰 余金

（ ２ ） 未 払 込 出 資 金
（ ３ ） 回 転 出 資 金
（ ４ ）
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度

６　貸借対照表

(1)資産

【地域】

北海道

東北

関東 現金 預金 コールローン
買現先勘定

債券貸借取
引

買入手形

北陸 系統預金 系統外預金 譲渡性預金 支払保証金

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄

【都道府県】

北海道

青森 買入金銭債権 商品有価証券 金銭の信託 有価証券

岩手 国債 地方債 政府保証債 金融債 短期社債 社債

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉 貸出金 外国為替

千葉 外国証券 株式 受益証券 投資証券

東京

神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井 未 収 収 益 金融派生商品 金融商品等 その他の資産
岐阜 差入担保金

愛知

三重

滋賀

京都 資                          産

大阪

兵庫 共済事業資産計

奈良 共 済 貸 付 金 共済未収利息 その他共済事業貸 倒 引 当 金

和歌山 資　産

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛 受取手形 経済受託債権 棚卸資産 その他の 貸倒引当金

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

信     用     事     業     資     産

信用事業
資産計

資                          産

信     用     事     業     資     産

その他信用
事業資産

債務保証見
返

資                           産

資                          産

信     用     事     業     資     産

有  価  証  券

資                          産

貸倒引当金

経済事業
資産計

経済事業
未収金

資                          産
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事業年度

【地域】

北海道

東北 雑資産 固定資産計

関東 有形固定資産

北陸 建物 機械装置 土地 リース資産 建設仮勘定 その他の

東海 有形固定資産

近畿

中国・四国

九州

沖縄

【都道府県】

北海道 外部出資 前払年金費用繰延税金資産 繰延資産

青森 無形固定資産 外部出資

岩手 リース資産 その他の

宮城 無形固定資産

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬 資産の部合計

埼玉

千葉

東京

神奈川

山梨

長野

静岡 (2) 負債・純資産

新潟

富山

石川

福井 貯金 譲渡性貯金 売現先勘定
債券貸借取

引

岐阜 受入担保金

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山 借入金 外 国 為 替 その他の

鳥取 信用事業負債 未払費用 金融派生商品 金融商品等 その他の負債

島根 　 受入担保金

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知 諸引当金 債務保証 共済借入金 共済資金 共済未払利息

福岡 金融商品取引

佐賀 責任準備金

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表側 表　　　　　　　　　　頭

固定資産

資                          産

減価償却
累計額（控

除）

資                          産

外部出資等
損失引当金
（控除）

再評価に係
る繰延税金

資産

負　　　　　　　　　　　　債

信用事業
負債計

負                       債

信     用      事      業      負     債

負                       債

信用事業負債

共済事業
負債計
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事業年度

(2) 負債・純資産（続き）

【地域】

北海道 共済事業負債

東北

関東 未経過共済 共済未払費用 その他の 支払手形 経済受託債務  その他の

北陸 付加収入 共済事業負債 経済事業負債

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄

【都道府県】

北海道 設備借入金 雑負債計

青森 未払法人税等 リース債務
資産除去債

務 その他の負債

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木 負債の部合計

群馬 諸引当金計 繰延税金負債

埼玉 賞与引当金 退職給付引当金 役員退職慰労 その他の引当金

千葉 引当金

東京

神奈川

山梨

長野

静岡 純　　　  　 　資　　　　   　産　

新潟

富山 組合員資本

石川 出　資　金 未払込出資金 回転出資金 資本準備金 再評価積立金

福井 うち後配出資 （控除）

岐阜

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良 利益剰余金

和歌山 利益準備金

鳥取 任意積立金 当期未処分剰余金

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛
処分未済持

分

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表側 表　　　　　　　　　　頭

負                                  債

再評価に係
る繰延税金

負債

組　合　員　資　本

負                                  債

経済事業
負債計 経済事業

未払金

負                                  債

うち当期
損失金

うち当期
剰余金

その他利
益剰余金

純　　　  　 　資　　　　   　産

評価・換算
差額等 繰延ヘッジ

損益

その他有価
証券評価差

額金
土地再評価
差額金

純　　　  　 　資　　　　   　産

当期未処理
損失金 うち当期

剰余金
うち当期
損失金
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事業年度

(2) 負債・純資産（続き）

【地域】

北海道

東北

関東

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄 (3) 勘定科目の内訳

【都道府県】             貸    出    金

北海道

青森 合　　　計 手形貸付金 証書貸付金 当座貸越 その他貸付金 小　　計

岩手

宮城 うち農業 うち日本政策

秋田 近代化資金 金融公庫資金

山形

福島

茨城

栃木 貸　　出　　金

群馬

埼玉 割引手形

千葉 地方公共団体 地方公社等 金融機関 その他

東京

神奈川

山梨

長野

静岡

新潟 経済事業未収金

富山

石川 購買未収金 販売未収金 その他未収金 系　統 系統外 子会社等出資
福井 うち連合会 うち農林中金

岐阜

愛知

三重

滋賀

京都

大阪 貯　　　　　金  借 　　   入　　    金

兵庫

奈良 要求払 定期性 合　　計 手形借入金 証書借入金 当座借越 その他

和歌山 うち定期積金

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島 経　済　事　業　未　払　金

香川

愛媛 購買未払金 販売未払金 その他未払金 信用事業 共済事業 経済事業 その他

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表　　　　　　　　　　頭

うち組合員
に対する貸

付金

組合員外に
対する貸付

金

負債及び純
資産の部合

計

純資産の部
合計

個　別　貸　倒　引　当　金

外部出資

うち農業信
用基金協会

うち転貸
資金分

表側
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事業年度

(4) 株式の取得状況

　(ａ) 取得株式会社数・金額

【地域】

北海道 該当組合数

東北

関東

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄 　(ｂ) 子会社の業種

【都道府県】

北海道 該当組合数 計

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

山梨

長野

静岡

新潟 (5) 子会社の経営状況

富山

石川 利益損失無
福井 会　社　数

岐阜

愛知 会   社   数 当期利益金 会   社   数 当期損失金 有配当会社数 無配当会社数

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫 (6) 払込済出資金金額別組合数

奈良

和歌山

鳥取 集計組合数 １億円未満 １億円～ ２億円～ ３億円～ ４億円～ ５億円～ ８億円～ 10億円～ 20億円

島根 ２億円未満 ３億円未満 ４億円未満 ５億円未満 ８億円未満 10億円未満 20億円未満 以　上

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛  (7) 出資金の出資口数

高知

福岡

佐賀 集計組合数 正組合員 准組合員

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表側 表　　　　　　　　　　頭

取得
株式会社数

取得
株式総金額

生産資材
の供給

生活物資
の供給

うち購買店
舗設置

当 期 損 失 金 計 上 配     当     状     況

農産物加
工・販売

農産物の運
搬

リ ー ス 業
共同利用施

設
不 動 産 業 そ  の  他

当 期 利 益 金 計 上
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事業年度

(8) 貯金年度末残高金額別組合数

【地域】

北海道

東北 集計組合数 10億円未満    10億円～    20億円～

関東    20億円未満    30億円未満

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州

沖縄

【都道府県】

北海道    30億円～    50億円～   100億円～   300億円～   500億円～ 1,000億円～ 2,000億円以上 未記入

青森    50億円未満   100億円未満   300億円未満   500億円未満 1,000億円未満 2,000億円未満

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城 (9) 当期未処分剰余金金額別組合数

栃木

群馬

埼玉 集計組合数 500万円未満 500万円～ 1,000万円～

千葉 1,000万円未満 3,000万円未満

東京

神奈川

山梨

長野

静岡

新潟

富山

石川 3,000万円～ 5,000万円～ １億円～ １億5,000万円～ ２億円以上
福井 5,000万円未満 １億円未満 １億5,000万円未満 ２億円未満

岐阜

愛知

三重

滋賀

京都

大阪 (10) 当期未処理損失金金額別組合数

兵庫

奈良

和歌山 損失組合数 100万円未満 100万円～ 1,000万円～ 3,000万円～  5,000万円～ １億円～ １億5,000万円～  ２億円以上

鳥取 1,000万円未満 3,000万円未満 5,000万円未満 １億円未満 １億5,000万円未満 ２億円未満

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川 (11) 退職給付債務等の状況

愛媛

高知
福岡 該当組合数 年金資産

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

表側 表　　　　　　　　　　頭

退職給付債
務の額

退職給付引
当金の額

特定退職金
共済制度に
よる積立金

確定給付企
業年金制度
による積立

金

 剰余・損失
のない組合

数

 未処分剰余
金計上組合

数
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

７　損益計算書

１．事    業    総    利    益 　総括表

　　　事　　 業　　  収　　 益
　　　事　　 業　　  費　　 用 科          目 総    額 １組合当たり 科           目 総    額 １組合当たり
(１) 信  用  事  業  収  益
      資  金  運  用  収  益
      （う ち 預 金 利 息）
      （う ち 有 価 証 券 利 息）
      （う ち 貸 出 金 利 息）
      （うちその他受入利息） 
      役 務 取 引 等 収 益
      その他事業直接収益 
      そ の 他 経 常 収 益
(２) 信  用  事  業  費  用
      資  金  調  達  費  用
      （う ち 貯 金 利 息）
    　 (うち給付補填備金繰入)
      （うち譲渡性貯金利息）
      （う ち 借 入 金 利 息）
      （うちその他支払利息） 
      役 務 取 引 等 費 用
      その他事業直接費用
      そ の 他 経 常 費 用
      （うち貸倒引当金繰入額） 
       (うち貸倒引当金戻入益)

　   信  用  事  業  総  利  益
(３) 共  済  事  業  収  益
      共  済  付  加  収  入
    　共 済 貸 付 金 利 息
      そ  の  他  の  収  益
(４) 共  済  事  業  費  用
      共 済 借 入 金 利 息
      共   済   推   進   費
      共   済   保   全   費
      そ  の  他  の  費  用
      （うち貸倒引当金繰入額） 
       (うち貸倒引当金戻入益)
      （うち貸出金償却） 
　   共 済 事 業 総 利 益
(５) 購  買  事  業  収  益
      購 買 品 供 給 高（買 取）
    　購 買 手 数 料（受 託）
    　修 理 サ ー ビ ス 料
      そ  の  他  の  収  益
(６) 購  買  事  業  費  用
   　 購 買 品 供 給 原 価（買取）
    　購  買  供  給  費
      修 理 サ ー ビ ス費
      そ  の  他  の  費  用
      （うち貸倒引当金繰入額） 
       (うち貸倒引当金戻入益)
      （うち貸倒損失） 
　   購  買  事  業  総  利  益
(７) 販  売  事  業  収  益
      販 売 品 販 売 高（買 取）
      販 売 手 数 料（受 託）
      そ  の  他  の  収  益
(８) 販  売  事  業  費  用
      販 売 品 販 売 原 価（買取）
      販        売        費
      そ  の  他  の  費  用
      （うち貸倒引当金繰入額） 
       (うち貸倒引当金戻入益)
      （うち貸倒損失） 
　   販  売  事  業  総  利  益

      （うち貸出金償却） 

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

資　　　　　　　　　産 負　債　及　び　純　資　産
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

(９) 保  管  事  業  収  益
(10) 保  管  事  業  費  用
　   保  管  事  業  総  利  益
(11) 加  工  事  業  収  益
(12) 加  工  事  業  費  用
　   加  工  事  業  総  利  益
(13) 利  用  事  業  収  益
(14) 利  用  事  業  費  用
　   利  用  事  業  総  利  益
(15) 宅 地 等 供 給 事 業 収 益
(16) 宅 地 等 供 給 事 業 費 用
　   宅 地 等 供 給 事 業 総 利 益
(17) そ の 他 事 業 収 益
(18) そ の 他 事 業 費 用
　   そ の 他 事 業 総 利 益
(19) 指  導  事  業  収  入
(20) 指  導  事  業  支  出
　   指 導 事 業 収 支 差 額
２．事   業   管   理   費
(１) 人 件 費
(２) 業 務 費
(３) 諸 税 負 担 金
(４) 施 設 費
(５) その他事業管理費
 事  業  利  益（又は事業損失）  
３． 事   業   外   収   益
(１) 受 取 雑 利 息
(２) 受 取 出 資 配 当 金
(３) 賃 貸 料
(４) 貸倒引当金戻入益
(５) 償却債権取立益
(６) 雑 収 入
４． 事   業   外   費   用
(１) 支 払 雑 利 息
(２) 貸 倒 損 失
(３) 寄 付 金
(４) 雑 損 失
 経 常 利 益（又は経常損失）
５．特     別     利     益
(１) 固 定 資 産 処 分 益
(２) 一 般 補 助 金
(３) 金融商品取引責任準備金取崩額
(４) そ の 他 の 特 別 利 益
６．特     別     損     失
(１) 固 定 資 産 処 分 損
(２) 固 定 資 産 圧 縮 損
(３) 減 損 損 失
(４) 金融商
(５) そ の 他 の 特 別 損 失

７．法人税、住民税及び事業税
８．法　人　税　等　調　整　額
当期剰余金（当期損失金差引）

任意積立金取崩額

 税引前当期利益(税引前当期損失差引)

当期首繰越剰余金(当期首繰越損失金差引)

当期未処分剰余金(当期未処理損失金差引)

表　　　　　　　　　　頭表　　　　　側
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度 ８　損益計算書

 (1) 事業総利益

【地域】
北海道 事業総利益 事業収益 事業費用
東北 資金運用収益
関東 うち預金利息
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬 資金調達費用
埼玉 うち貯金利息 うち借入金利息
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川 うち貸倒引当 うち貸倒引当 うち貸出金償
福井 繰入額 戻入益
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川 その他の費用 購買事業収益計 購買品供給高
愛媛 うち貸倒引当金 うち貸倒引当 うち貸出金償
高知 繰入額 戻入益
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

事業年度

 (1) 事業総利益（続き）

【地域】
北海道
東北 購買手数料 修理サービス料 その他の収益 購買品供給原価 購買供給費 修理サービス費
関東
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道 その他の費用 販売事業収益計 販売品販売高 販売手数料 その他の収益
青森 うち貸倒引当金 うち貸倒引当 うち貸倒損失
岩手 戻入益
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬 販売品販売原価 販   売   費 その他の費用
埼玉 うち貸倒引当金 うち貸倒引当 うち貸倒損失
千葉 繰入額 戻入益
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口 (2) 事業管理費

徳島
香川 事業管理費 事業利益
愛媛 人件費 業務費 諸税負担金 施設費
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

信用事業収益

信用事業
収益計

資金運用収益
信　　用　　事　　業　　収　　益

 うち有価証
券利息

うちその他受
入利息

表側

うち貸出金利
息

信 　用 　事　 業　 費　 用

役務取引等費
用

その他事業直
接費用

役務取引等
収益

その他
事業直接

その他経常収
益

うち給付補填
備金

うち譲渡性貯
金利息

うちその他支
払利息

信　　用　　事　　業　　費　　用

信用事業
費用計

その他経常費
用

信用事業
総利益

共　済　事　業　収　益 共　済　事　業　費　用

共済事業
収益計

共済付加収入
共済貸付金利

息
その他の収益

共済事業
費用計

共済借入金利
息

販 売 事 業 収 益

販 売 事 業 費 用

販売事業
費用計

購買事業費用

購買事業
費用計

購 買 事 業 収 益

購 買 事 業 費 用
購買事業
総利益

共済推進費 共済保全費

購 買 事 業 収 益

表　　　　　　　　　　頭

共 済 事 業 費 用
共済事業
総利益

指導事業支出
指導事業
収支差額

その他事業
管理費

加工事業
総利益

利用事業収益 利用事業費用
利用事業
総利益

宅地等供給事
業収益

宅地等供給事
業費用

宅地等供給事
業総利益

その他事業
収益

その他事業
費用

その他事業
総利益

販売事業
総利益

保管事業収益 保管事業費用
保管事業
総利益

加工事業収益 加工事業費用

指導事業収入
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事業年度

(3) 事業外収益

【地域】
北海道 事業外収益
東北 受取雑利息 受取出資配当金 賃貸料 貸倒引当金 償却債権取立益 雑収入
関東 戻入益
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄  (4) 事業外費用

【都道府県】
北海道 事業外費用 経 常 利 益
青森 支払雑利息 貸倒損失 寄付金 雑損失 （又は経常損失）

岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木  (5) 特別利益

群馬
埼玉 特別利益
千葉 固定資産 一般補助金 金融商品取引 その他の
東京 処分益 責任準備金 特別利益
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山 (6) 特別損失

石川
福井 特別損失
岐阜 固定資産処分損固定資産圧縮損 減損損失 その他の
愛知 特別損失
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良 (7) 法人税、住民税及び事業税等

和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知 (8) 当期未処分剰余金

福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

事業年度

(9) 勘定科目の内訳

【地域】 指導事業収入
北海道
東北 賦課金収入
関東 役員報酬
北陸 うち常勤・ うち常勤・
東海 非常勤理事 非常勤監事
近畿 報酬額 報酬額
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森 給  料  手  当 賞与引当金戻入 賞与引当金繰入 福 利 厚 生 費 退職給付費用 役員退職慰労金  役員退職慰労 役員退職慰労
岩手  引当金戻入 引当金繰入
宮城 （控除）
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬 業務費 施設費 その他
埼玉 租税公課 支払賦課金 分担金 事業管理費
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡  (10) 当期剰余金金額別組合数

新潟
富山 集計組合数剰余金発生組合数 250万円未満 250万円～ 500万円～ 1,000万円～
石川 500万円未満 000万円未満 500万円未満
福井  
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫 1,500万円～ 2,000万円～ 3,000万円～ 5,000万円～ １億円～ ２億円以上
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島 (11) 当期損失金金額別組合数

香川
愛媛 100万円未満 100万円～ 250万円～ 500万円～ 1,000万円～ 2,000万円～ 5,000万円～ １億円以上
高知 250万円未満 500万円未満 1,000万円未満 2,000万円未満 5,000万円未満 １億円未満
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表側

表側

表　　　　　　　　　　頭

金融商品取引
責任準備金繰

入額

税引前当期利
益(税引前当
期損失差引）

法人税、住民
税及び事業税

法人税等調整
額

当期剰余金
(当期損失金

差引)

当期首繰越剰
余金(当期首繰

越損失金)

任意積立金取
崩額

当期未処分剰
余金(当期未
処理損失金差

引）

2,000万円
未満

3,000万円
未満

5,000万円
未満

１億円未満 ２億円未満

損失金発生
組合数

表　　　　　　　　　　頭

事業管理費
人件費

諸　税　負　担　金

人 　　 件　　  費
事　　　　　業　　　　　管　　　　　理　　　　　費

事　　　　　業　　　　　管　　　　　理　　　　　費

剰余・損失い
ずれもない組

合数
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事業年度

 (12) 当期未処分剰余金の内訳

【地域】
北海道 計
東北
関東
北陸 該当組合数 金額 該当組合数 金額
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄  (13) 剰余金の処分状況

【都道府県】
北海道
青森
岩手
宮城 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟  (14) 当期未処理損失金の内訳

富山
石川
福井
岐阜
愛知 該当組合数 金額 該当組合数 金額
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫 (15) 損失金の処理状況

奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

事業年度

(15) 損失金の処理状況（続き）

【地域】
北海道
東北
関東
北陸 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額 該当組合数 金額
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄  (16) 剰余金処分における出資配当率別組合数

【都道府県】
北海道
青森 配当なし ４％未満 ４～７％未満 ７％
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表側

表側

出資配当金 事業分量配当金 次期繰越剰余金

当期未処理損失金 任意積立金取崩額（目的外）

任意積立金取崩額 利益準備金取崩額 資本準備金取崩額

表　　　　　　　　　　頭

当期未処分剰余金 任意積立金取崩額（目的外）

うち目的積立金
利益準備金 任意積立金

表　　　　　　　　　　頭

回転出資金取崩額 次期繰越損失金 利益準備金

任意積立金
うち目的積立金

出資配当金 事業分量配当金 次期繰越剰余金
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

８． 諸　　　　税
事業年度

【地域】
北海道
東北
関東 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額 該当組合数 金     額
岩手
宮城
秋田
山形
福島 ９．  職　　　員　　　給　　　与
茨城 (1) 平均給与

栃木
群馬
埼玉
千葉 集計組合数
東京 計 男 女 計 男 女
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜 計 男 女 計 男 女 計 男 女
愛知
三重
滋賀
京都
大阪  (2) 定年制採用状況
兵庫
奈良
和歌山
鳥取 集計組合数
島根 59歳以下 60 61歳以上
岡山
広島
山口
徳島
香川 (3) 勤務延長制度の状況
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側

計 法      人      税

表　　　　　　　　　　頭

１職員当たり平均年齢 １職員当たり平均勤務年数 １職員当たり平均年間賞与額

印      紙      税 都  道  府  県  民  税 事     業     税

市   町   村   民   税 固   定   資   産   税 自動車・軽自動車税 消　　費　　税 そ  の  他 　の   税

対      象      職      員      数 １    職    員    当    た    り    平    均    給    与

うち超過
勤務手当

うち超過
勤務手当

うち超過
勤務手当

採用して
いない

採用して
いる

集計組合数
採用して
いない

採用してい
る
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事業年度

(4) 再雇用制度の状況

【地域】
北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄  (5) 退職金（平均）
【都道府県】
北海道
青森

岩手 該当組合数 退職者総数
宮城 計 内部支給額 外部支給額
秋田
山形
福島
茨城
栃木  (6) 新卒者
群馬 　 (ａ) 新卒者採用組合数
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨 高 校 卒 業 短 大 卒 業 大 学 卒 業 採用組合数 高 校 卒 業 短 大 卒 業 大 学 卒 業 採用組合数
長野
静岡
新潟
富山
石川 　(ｂ) 新卒者採用者数
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀 計 高 校 卒 業 短 大 卒 業 大 学 卒 業 計 高 校 卒 業 短 大 卒 業 大 学 卒 業
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表側

１退職者当たり平均退職金

男 女

表　　　　　　　　　　頭

男 女

集計組合数
採用して
いない

採用してい
る
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

10　信   用   事   業

預金 計 （１）月 末 平 均 残 高

系統
系統外 （ａ）総 括 表

有価証券等 計
小計 総             額 １ 組 合 当 た り

国債

 地方債

政府保証債

金融債

 短期社債

社債

外国証券

株式

受益証券

投資証券

買入金銭債権

金銭の信託

　 商品有価証券

貸出金 計

小計

（うち組合員）

手形

 証書

その他

 割引手形

貯金 計

要求払

定期性

借入金 計

（うち系統）

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度

（ｂ）月末平均残高明細

【地域】
北海道
東北
関東 計 系統 系統外 計 小計
北陸 国債 地方債
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道 政府保証債 金融債 短期社債 社債 外国証券 株式 受益証券 投資証券
青森 (社債＋特殊法人債）

岩手
宮城 有価証券等 貸出金
秋田
山形
福島 買入金銭債権 金銭の信託 商品有価証 計 小計 割引手形
茨城 うち組合員 手形貸付金 証書貸付金 その他貸付金
栃木
群馬
埼玉 貯金 借入金
千葉
東京
神奈川 計 要求払 定期性 借入金
山梨 うち系統
長野
静岡
新潟  (2) 手形割引・内国為替取引・債務保証・業務代理等の状況

富山
石川
福井 該当組合数 手形割引 内国為替取引 債務保証 特定社債の 業務代理
岐阜 引受等
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山 国・地公体 有価証券等の 両替 金融先物取引 デリバティブ 信託事業
鳥取 ・会社等の 保護預り 等の受託 取引
島根 金銭の取扱
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

有価証券等

有価証券等

預金

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度

(3) ＣＤ・ＡＴＭの設置状況

【地域】
北海道
東北 該当組合数 台     数
関東
北陸
東海
近畿  (4) 信用事業及び共済事業の委託施設の状況

中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形 (5) 国債等の窓口販売業務

福島
茨城
栃木 該当組合数 販売実績
群馬 うち国債 うち地方債
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

共済代
理店数

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

うち信用店
舗以外

信用事業の
委託施設の
状況に係る
該当組合数

特定信用事
業代理業者

数

特定信用事
業代理業を
営む事務所

数

共済事業の
委託施設の
状況に係る
該当組合数
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度 11　共済事業

 （1) 長期共済

【地域】
北海道
東北
関東
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡  (2) 短期共済

新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知 件数 共済掛金 件数 共済掛金 件数 共済掛金 件数 共済掛金 件数 共済掛金
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根 件数 共済掛金 件数 共済掛金 件数 共済掛金 件数 共済掛金
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

長期共済合計

新契約高 期末保有契約高

生命総合共済

うち終身
新契約高 期末保有契約高

新契約高

金額 件数 金額件数 金額 件数 金額 件数

金額

期末保有契約高 新契約高

金額 件数

件数 金額 件数 金額 件数

生命総合共済（続き）

うち終身(続き) うち養老生命

期末保有契約高

うちこども共済

新契約高 期末保有契約高

件数 金額件数 金額

財産形成貯蓄共済

期末保有契約高 新契約高 期末保有契約高

件数

建物更生共済

新契約高

件数 金額 金額 件数 金額 件数 金額

傷害共済

団体定期生命共済 定額定期生命共済 賠償責任共済 自賠責共済

短期合計 火災共済 団体建物火災共済 自動車共済
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

12　購買事業

合計 総括表

生産資材計 (A)総額

肥料
農薬
飼料 当期受入高 系統利用率 期供給・取扱
農業機械
燃料

自動車（二輪車を除く）

その他

 (B)１組合当たり平均

生活物資計

食料品

衣料品 当期受入高 うち系統利用

耐久消費財 （Ａ） （Ｂ）

日用保健雑貨用品

家庭燃料

その他

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

購買利益
（購買手数
料を含む）

うち系統利
用
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度 12　購買事業
 (1) 購買品品目別供給・取扱高
　(A) 購買事業合計

【地域】
北海道 当期受入高
東北 うち系統利用
関東
北陸
東海 　(B) 生産資材
近畿 　（a）生産資材計

中国・四国
九州 当期受入高
沖縄 うち系統利用
【都道府県】
北海道
青森 　 （b）肥料

岩手
宮城 当期受入高
秋田 うち系統利用
山形
福島
茨城 　 （c）農薬

栃木
群馬 当期受入高
埼玉 うち系統利用
千葉
東京
神奈川 　　（d）飼料

山梨
長野 当期受入高
静岡 うち系統利用
新潟
富山
石川 　　（e）農業機械

福井
岐阜 当期受入高
愛知 うち系統利用
三重
滋賀
京都 　　（f）燃料

大阪
兵庫 当期受入高
奈良 うち系統利用
和歌山
鳥取
島根 　　（g）自動車（二輪車を除く）

岡山
広島 当期受入高
山口 うち系統利用
徳島
香川
愛媛 　　（h）その他

高知
福岡 当期受入高
佐賀 うち系統利用
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

当期供給・
取扱高

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）
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事業年度 　(C) 生活物資
　（a）生活物資計

【地域】 当期受入高
北海道 うち系統利用
東北
関東
北陸 　（b）食料品

東海
近畿 当期受入高
中国・四国 うち系統利用
九州
沖縄
【都道府県】 　（c）衣料品

北海道
青森 当期受入高
岩手 うち系統利用
宮城
秋田
山形 　（d）耐久消費財

福島
茨城 当期受入高
栃木 うち系統利用
群馬
埼玉
千葉 　（e）日用保健雑貨用品

東京
神奈川 当期受入高
山梨 うち系統利用
長野
静岡
新潟 　（f）家庭燃料

富山
石川 当期受入高
福井 うち系統利用
岐阜
愛知
三重 　（g）その他

滋賀
京都 当期受入高
大阪 うち系統利用
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）

当期供給・
取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む）
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事業年度

 (2) 購買品供給・取扱高別組合数

【地域】
北海道
東北 該当組合数 5,000万円以上１億円以上 ２億円以上 ３億円以上
関東 ～１億円未満～２億円未満～３億円未満～４億円未満
北陸
東海
近畿
中国・四国
九州
沖縄
【都道府県】 ４億円以上～５億円以上～６億円以上～７億円以上～８億円以上～９億円以上～
北海道 ５億円未満 ６億円未満 ７億円未満 ８億円未満 ９億円未満 10億円未満
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城 10億円以上～12億円以上～15億円以上～20億円以上～25億円以上～30億円以上～50億円以上
栃木 12億円未満 15億円未満 20億円未満 25億円未満 30億円未満 50億円未満
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川  (3) 購買店舗

山梨
長野
静岡 該当組合数
新潟 計 100㎡未満 100以上～ 300以上～ 500以上～ 1,000以上～ 1,500以上～ 3,000㎡
富山 300㎡未満 500㎡未満 1,000㎡ 1,500㎡ 3,000㎡ 以上
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪 計 食料品 衣料品 耐久消費財 用保健雑貨用 家庭燃料 その他
兵庫
奈良
和歌山
鳥取 (4) 購買事業利益（購買手数料を含む）合計金額別組合数

島根
岡山
広島 集計組合数 ０または損失1,000万円未満 1,000万円以上～ 3,000万円以上～ 5,000万円以上～

山口 となった農協 3,000万円未満5,000万円未満 １億円未満
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎 １億円以上～２億円以上～３億円以上～４億円以上～５億円以上～８億円以上～ 10億円以上
熊本 ２億円未満 ３億円未満 ４億円未満 ５億円未満 ８億円未満 10億円未満
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

5,000万円
未満

店                       舗                        数

店舗における年間供給高

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

13　販　売  事  業

計 総括表

              米 （Ａ）総  額

麦
雑穀・豆類
野菜 系統利用率 販売手数料
果実 うち系統利用高 （販売利益を含む）

花き・花木
畜産物

うち生乳
うち肉用牛 (B) １組合当たり平均  

うち肉豚
うち肉鶏
うち鶏卵 販売手数料

その他 うち系統利用高 （販売利益を含む）

うち茶

当期販売・
取扱高 うち当期買

取販売高
うち受託販
売手数料

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　頭

当期販売・
取扱高 うち当期買

取販売高
うち受託販
売手数料
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度 （１）販売品目別販売・取扱高

 (a) 販 売 事 業 合 計

【地域】
北海道
東北 販売手数料
関東 うち系統利用高 （販売利益を含む）

北陸
東海
近畿
中国・四国  (b) 米

九州
沖縄
【都道府県】 販売手数料
北海道 うち系統利用高 （販売利益を含む）

青森
岩手
宮城
秋田  (c) 麦

山形
福島
茨城 販売手数料
栃木 うち系統利用高 （販売利益を含む）

群馬
埼玉
千葉
東京  (d) 雑穀・豆類

神奈川
山梨
長野 販売手数料
静岡 うち系統利用高 （販売利益を含む）

新潟
富山
石川
福井  (e) 野菜

岐阜
愛知
三重 販売手数料
滋賀 うち系統利用高 （販売利益を含む）

京都
大阪
兵庫
奈良  (f) 果実

和歌山
鳥取
島根 販売手数料
岡山 うち系統利用高 （販売利益を含む）

広島
山口
徳島
香川  (g) 花き・花木

愛媛
高知
福岡 販売手数料
佐賀 うち系統利用高 （販売利益を含む）

長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料
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事業年度

 (h) 畜産物

【地域】
北海道
東北 販売手数料
関東 うち系統利用高 （販売利益を含む）

北陸
東海
近畿
中国・四国  (i) （うち生乳）

九州
沖縄
【都道府県】 販売手数料
北海道 うち系統利用高 （販売利益を含む）

青森
岩手
宮城
秋田  (j) （うち肉用牛）

山形
福島
茨城 販売手数料
栃木 うち系統利用高 （販売利益を含む）

群馬

埼玉
千葉
東京  (k) （うち肉豚）

神奈川
山梨
長野 販売手数料
静岡 うち系統利用高 （販売利益を含む）

新潟
富山
石川
福井  (l) （うち肉鶏）

岐阜
愛知
三重 販売手数料
滋賀 うち系統利用高 （販売利益を含む）

京都
大阪
兵庫
奈良  (m) （うち鶏卵）

和歌山
鳥取
島根 販売手数料
岡山 うち系統利用高 （販売利益を含む）

広島
山口
徳島
香川  (n) その他

愛媛
高知
福岡 販売手数料
佐賀 うち系統利用高 （販売利益を含む）

長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

事業年度

 (o) （うち茶）

【地域】
北海道
東北 販売手数料
関東 うち系統利用高 （販売利益を含む）

北陸
東海
近畿
中国・四国  (2) 販売品販売・取扱高合計金額別組合数

九州
沖縄
【都道府県】 該当組合数
北海道
青森 １億円未満 ２億円未満 ３億円未満 ４億円未満
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木 ４億円以上～５億円以上～６億円以上～７億円以上～８億円以上～９億円以上～10億円以上～
群馬 　５億円未満　６億円未満　７億円未満　８億円未満　９億円未満　10億円未満　12億円未満
埼玉
千葉
東京
神奈川
山梨
長野
静岡
新潟
富山
石川
福井
岐阜
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄

表　　　　　側

表　　　　　側

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

当期販売・
取扱高

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

表　　　　　　　　　　頭

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

２億円
以上～

３億円
以上～

うち当期買
取販売高

うち受託販
売手数料

表　　　　　　　　　　頭

当期販売・
取扱高

うち当期買
取販売高

5,000万円
未満

1,000万円
未満

1,000万円
以上～

5,000万円
以上～

１億円
以上～
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

事業年度

Business

Year

製品及び副産物売上高
 1  北 海 道  Amount of Sales of Processed Goods & By-products

 2 青  森
東  3 岩  手   該当組合数   精米麦加工 澱粉及び芋加工   漬      物 みそ・しょうゆ 青果物びん・かん詰  畜 肉 加 工  畜 乳 加 工   製       茶

 4 宮  城   No.of Coops.  Rice & Barley Starch & Potato Pickles Soy Bean Paste &  Bottling and  Meat Processing Milk Processing   Tea Refining

 5 秋  田   concerned  Polishing Processing Manufacturing Soy Bean Sauce  Canning of
 6 山  形  Fruits and

北  7 福  島  Vegetables
 小    計

 8 茨  城
関  9 栃  木

10 群  馬
11 埼  玉   そ  の  他   合      計
12 千  葉    Others    Total
13 東  京
14 神奈川
15 山  梨

　 16 長  野
東 17 静  岡

 小    計

北 18 新  潟
19 富  山
20 石  川

陸 21 福  井
 小    計

東 22 岐  阜
23 愛  知
24 三  重

海  小    計

25 滋  賀
近 26 京  都

27 大  阪
28 兵  庫
29 奈  良

畿 30 和歌山
 小    計

31 鳥  取
中 32 島  根

33 岡  山
国 34 広  島
　 35 山  口
・ 36 徳  島

37 香  川
四 38 愛  媛
　 39 高  知
国  小    計

40 福  岡
九 41 佐  賀

42 長  崎
43 熊  本
44 大  分
45 宮  崎

州 46 鹿児島
 小    計

47 沖　　縄

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

１４　加   工   事   業
Processing & Manufacturing Business
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

１５　そ　の　他　の　事　業

実 施 し た 事 業 別 組 合 数

(a)農業生産　Agricultural  Production 
事業年度  　　　　　　　　　　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　 受　託　農　業　経　営  
Business                                             Trust Farm Management
Year   水     稲  水 稲 以 外

Paddy Crops 左の実施面積 左の参加農家 Crops except 左の実施面積 左の参加農家
 1  北 海 道      Area 数  Paddy     Area 数

 2 青  森 Households  Households
東  3 岩  手

 4 宮  城
 5 秋  田
 6 山  形  農  業  経  営  預  託  家  畜  家  畜  診  療   種   付   け   酪農ヘルパー

北  7 福  島  Farm Managament 左の実施面積  （家畜貸与）   Medical （人工授精）   Dairy Helper

 小    計 Area   Lease of   Treatment   Artificial
  Livestock   Animals   Fertilization

 8 茨  城   Animals
関  9 栃  木

10 群  馬
11 埼  玉
12 千  葉 (b)保健・生活文化  Health・Life culture (ｃ)医療　Medical treatment
13 東  京 結婚式場・冠婚具 老人福祉  旅行のあっせん 税務指導窓口の    葬祭・葬具   病        院 診   療   所
14 神奈川 Marriage 設置    on Funeral     Hospital Clinic
15 山  梨 Ceremony Trip good offices on Tax Paying    service

　 16 長  野 Arrangement & No.of Place No.of Place
東 17 静  岡 Other

 小    計

北 18 新  潟
19 富  山 (d)その他　Other
20 石  川   農 地 信 託  市 町 村 金 庫  簡 易 郵 便 局 農 業 倉 庫 宅地等供給

陸 21 福  井  Commissioning  実  施  面  積 （指定金融機関）   Local Post 棟  数 延べ床面積 標準収容力
 小    計  of Agri.Land     Area Municipial Bank   Office No.of Place Nomal Capacity

東 22 岐  阜
23 愛  知
24 三  重

海  小    計

25 滋  賀
近 26 京  都

27 大  阪
28 兵  庫
29 奈  良

畿 30 和歌山
 小    計

31 鳥  取
中 32 島  根

33 岡  山
国 34 広  島
　 35 山  口
・ 36 徳  島

37 香  川
四 38 愛  媛
　 39 高  知
国  小    計

40 福  岡
九 41 佐  賀

42 長  崎
43 熊  本
44 大  分
45 宮  崎

州 46 鹿児島
 小    計

47 沖　　縄

Supplying of
Housing Lot

& Other

 

左の施設数
Old man
welfare

Facilities

total of
floor space

Aguricultura
l

Werehousing
Business

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

Other Businesses

Number of Coops.Engaged in Businesses

左の施設数
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

１６　共 同 利 用 施 設 等 所 有 状 況

事業年度

Business

Year  該 当 組 合 数  該 当 組 合 数  該 当 組 合 数

  No.of coops.   No.of coops.   No.of coops.  
 1  北 海 道   concerned   concerned   concerned

 2 青  森
東  3 岩  手

 4 宮  城
 5 秋  田
 6 山  形 共同育苗施設  

北  7 福  島 Joint Nursery Beds
 小    計  該 当 組 合 数  該 当 組 合 数  Fruits and

of Which Joint of Which Joint   No.of coops.   No.of coops. Vegetables
 8 茨  城  該 当 組 合 数  該 当 組 合 数 Rice Nursery  該 当 組 合 数 Vegetable   concerned   concerned Storage 

関  9 栃  木   No.of coops.   No.of coops. Beds   No.of coops. Nursery Beds Facillities
10 群  馬   concerned   concerned   concerned (Including Cold

11 埼  玉 Storage)
12 千  葉
13 東  京
14 神奈川  Processing
15 山  梨  該 当 組 合 数  Facilities of  該 当 組 合 数  該 当 組 合 数  該当組合数  該当組合数

　 16 長  野   No.of coops.  Vegetables and   No.of coops. Tea Facilities   No.of coops.  No.of coops.  Agri.Machinary  No.of coops.

東 17 静  岡   concerned  Fruit   concerned (for Processing.   concerned  concerned  Workshop  concerned
 小    計 Warming Cooling)

北 18 新  潟
19 富  山
20 石  川

陸 21 福  井 Gas Station
 小    計  該当組合数   該当組合数 Direct Sales  該当組合数 Restaurant

 No.of coops.  No.of coops. Facilities  No.of coops.

東 22 岐  阜  concerned  concerned of  concerned
23 愛  知 Agri.Products

24 三  重
海  小    計

25 滋  賀
近 26 京  都 １７　補 助 金 ・ 助 成 金 等

27 大  阪
28 兵  庫
29 奈  良     受 入 推 進 ・ 奨 励 費

畿 30 和歌山         Bounty Profit Special Patronage Dividends

 小    計   該 当 組 合 数  国 ・ 都 道 府 県  市町村・特別区  そ  の  他 計  該 当 組 合 数 金      額  該 当 組 合 数 金      額
  No.of coops.   Central and  Cities,Towns Others Total  No.of coops. Amount  No.of coops. Amount

31 鳥  取   concerned   Prefectural  and Villages  concerned  concerned
中 32 島  根   Governments and special ward

33 岡  山
国 34 広  島
　 35 山  口
・ 36 徳  島     支 払 推 進 ・ 奨 励 費

37 香  川          Bounty Expenses

四 38 愛  媛  該 当 組 合 数 金      額
　 39 高  知  No.of coops. Amount
国  小    計  concerned

40 福  岡
九 41 佐  賀

42 長  崎
43 熊  本
44 大  分
45 宮  崎

州 46 鹿児島
 小    計

47 沖　　縄

Country Elevator   Rice Mills

うち稲育苗施設 うち野菜育苗施設

Rice Center

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

カントリーエレベーターライスセンター 精 米 麦 施 設

Number of Coops.by owning joint Utilization Facilities

 青果物集出荷施設

 青果物加工施設   茶   施   設

青果物貯蔵施設

農 業 機 械 自動車分解整備施設

Fruits and
Vegetables
Collection
of shipment

House

（冷蔵施設を含む）

給   油   所  レ ス ト ラ ン

Subsidies and Others

農産物直売施設

受入特別配当金 

Subsidies and Others

 補     助     金     等

（農産物の販売）　  

Automobile　Workshop 
  葬祭センター

（加工・保冷施設等） サ ー ビ スステーション Funeral Center
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（総務省申請資料）
総合農協結果表

第２部　農業地帯別統計表

実 都 市 地 帯
都市的農村地帯 １．組合員の資格　Qualification of Membership
中 山 間 地 帯 (1)正組合員の資格  Qualification of Regular Membership (2)准組合員資格　Qualificaation of Associate Membershi

農 村 地 帯
数 計  該 当 組 合 数 １０アール以上 ５アール以上 ５アール未満  該 当 組 合 数 ９０日以上 ６０日以上 ６０日未満

More than 10a １０アール未満 More than ９０日未満 Less Than

No.of Coops.concerned (Including) 5-10a Less than 5a
No.of Coops.concerned

90 days 60-90 days 60 days

平 都 市 地 帯
都市的農村地帯 ２．業　種　別　生　産　組　織　Commodity-wise Producer's Organization
中 山 間 地 帯 （１）業種別生産組織　Commodity-wise Producer's Organization
農 村 地 帯

均 計  組   織   数  組   織   数 その他

 No.of  No.of 該当組合数 組   織   数 該当組合数 組   織   数 該当組合数 組   織   数 該当組合数

No.of Coops.concerned  Organizations No.of Coops.concerned  Organizations No.of Coops.concerned  No.of  Organizations No.of Coops.concerned  No.of  Organizations No.of Coops.concerned  No.of  Organizations No.of Coops.concerned

(2)青年・女性部組織

畜産 農協青（壮）年部 農協女性部

その他　Others  該 当 組 合 数  組   織   数  該 当 組 合 数  組   織   数  該 当 組 合 数  組   織   数  該 当 組 合 数  組   織   数

組   織   数  No.of  No.of  No.of  No.of 

 No.of  Organizations No.of Coops.concerned  Organizations No.of Coops.concerned  Organizations No.of Coops.concerned  Organizations No.of Coops.concerned  Organizations

３．職        員         数　Total Employees
参      事 営農指導員  その他職員 合　　計 左のうち常勤嘱託 臨時・パート

General   Farm Other Total うち女性 Part-timer

Manager   Advisere of which 

Female

４．損　　益　　計　　算　　書 　Profit and Loss Statement
(1)事業管理費

人件費

Personal expenses  役  員  報  酬  給  料  手  当  賞与引当金戻入（控除） 賞与引当金繰入  福 利 厚 生 費 退職給付費用  役員退職慰労金 役員退職慰労引当金戻入（控除） 役員退職慰労引当金繰入

of which Remuneration

for Officers

of which Remuneration

for Officers

Bonus Reserves

Refunded(deducted)

Bonus Reserves

Transferred
Welfare Expenses Retirement benefit cost

Director's

Retirement

Allowance

Retirement Allowance of

Officers Refunded

（deducted)

Retirement Allowance of

Officers Transferred

５．職　員　給　与　状　況　Employees' Salaries
（１）平均給与　Average Monthly Salary

男 女 計 　　　 男 女

Male Female Total Male うち超過勤務手当 Female うち超過勤務手当

of which Overtime Pay of which Overtime Pay

　　１職員当たり平均給与（円）

       計 男 女 計 男 女 計

Total うち超過勤務手当 Male Female Total Male Female Total

of which Overtime Pay

（２）退職金　Retirement Allowance （３）新卒者採用組合数　Number of Coop.Employed a New Graguate
退職者の総数(人) １退職者当たり

平均退職金(千円) 高校卒業（含中学卒業） 短 大 卒 業 大 学 卒 業 高校卒業（含中学卒業） 短 大 卒 業 大 学 卒 業

Junior College University Junior College University

（４）新卒者採用者数　Number of New Graduates Employed

高校卒業（含中学卒業） 短 大 卒 業 大 学 卒 業 高校卒業（含中学卒業） 短 大 卒 業 大 学 卒 業

Junior College University Junior College University

６．定年制採用状況　Number of Coops. Adopting Age Limit System for Employees

 集 計 組 合 数

農業従事日数  Cultivated area

畜　　　　　　　　　　　　産　　　Livestock Framing野         菜　Vegetables

鶏　Fowls

耕　　　種　Rice & Other grains

 該 当 組 合 数

耕作面積 Cultivated area

Persons living
outside
their
cooperative
district

 該 当 組 合 数
 豚　Swine

組合の地区内に
勤務地を有する

個人

組合の地区外に
住所を有する個

人
Persons

employed within
their

cooperative
district

牛　Cattle

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭

Statistics　of　Coops. by　Agricultural　Areas

Total
No.of.Coops.sur

veyed

果　　　樹　Fruit

退職者のあった
組合数

Total No.of
Retired
Employees

Average Retirement

Allowance per Employee

採用していない
組合数

high school(include

junior high school)

Business Administration Expenses

Number of
Coops.concerned

high school(include

junior high school)

対象職員の総数（人）Total No.of Employees １職員当たり平均給与(円)　Average Salary per Employee(Yen)

　

合　　　計　Total花き・花木Flowers & Ornamental Plants

Coopertive Youths & Womens Oganization

of Which a
regular
employee

Coopertive With
Women's

Oganization

そ    の    他　Others

Coopertive With
Youths

Oganization

　　　 男　　Male 女　Female

１職員当たり平均年齢（歳）　Avarage Age of Employees(Age) １職員当たり平均勤務年数 （年）　Average Period of service of Employees(Year)

high school(include

junior high school)

　　　 男　　Male 女　Female

No.of Coops.not
adopted

high school(include

junior high school)

採用している
組合数

No.of Coops.not
adopted
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（承認統計申請資料）
総合農協結果表

実 都 市 地 帯 ７．信　　用　　事　　業　Credit Business
都市的農村地帯 （１）月末平均残高　Average Outstanding

中 山 間 地 帯                          有        価        証        券        等        平        均        残        高　Security

農 村 地 帯   系        統   系   統   外        計 国　　　　債　 地 　方 　債 政 府 保 証 債 金   融   債 短期社債 社        債 外 国 証 券 株        式

数 計 With Affiliateg Org. Total State Bond

平 都 市 地 帯
都市的農村地帯 受  益  証  券 投　資　証　券 小　　　計 買入金銭債権 金 銭 の 信 託 商品有価証券 合　　　　計

中 山 間 地 帯 Investment bond Total

農 村 地 帯

均 計

 手 形 貸 付 金  証 書 貸 付 金 そ の 他 貸 付 金   小        計 割 引 手 形 合        計

 Loans on Bills Loans on Deeds Other Loans Sub-total う ち 組 合 員 Bills Discounted Total

of Which Members

　

要　 求 　払 定   期   性 合    計 借  入  金

On Demand Fixed Total Borrowings う ち 系 統

of Which Affiliated 

 

（２）手形割引・内国為替取引・債務保証・業務代理等の状況　Status of Bill Discounted,Domestic Exchange,Guarantee for Customers Liabilities,and Business Proxy

手　形　割　引 内国為替取引 債務保証 特定社債の引受等 農林中金等の業務代理
国・地公体・会社等の

金銭の取扱
有価証券等の保護預り 両替 金融先物取引等の受託

デリバティブ取
引

信託事業

Bill Discount Domestic Exchange Business Proxy Exchange Trust Business

８．販　　売　　事　　業  Marketing Business

当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む)

当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む) 当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む) 当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む) 当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む) 当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む) 当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む) 当期販売・取扱高 左のうち系統利用 販売手数料(販売利益を含む)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

Amount Marketed  and

Handled

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission
(Including Marketing Profit)

With Non
Affiliated Org.

Bond with State
Guarantee

  畜産物のうち肉鶏 of which Broiler 畜産物のうち鶏卵 of which Eggs

左 の う ち 主 な 内 訳　of which Detail in Maketing Business

畜産物のうち肉豚 of which Hogs畜産物のうち生乳 of which Fresh Milk

左 の う ち 主 な 内 訳　of which Detail in Maketing Business

Guarantee of
liabilities

左 の う ち 主 な 内 訳　of which Detail in Maketing Business

Handoling of money such

as a country ,a

municipal corporation

and company

畜産物のうち肉用牛 of which Beef Cattle

果　　　　　実 Fruits

Amount Marketed  and

Handled

花き・花木 Flowers & Ornamental Plants 畜　産　物　計 Total of Livestock Products

左 の う ち 主 な 内 訳　of which Detail in Maketing Business

米  Rice 野　　　　菜 Vegetables

of which Marketed

through Channel

Marketing  Commission

(Including Marketing

Profit)

販　売　事　業　合　計 Grand Total of Marketing Business

Beneficiary Certificate

of Securities

貯金平均残高　Detail of Average Balance(Cont.)

Sub-total

貸 　  出　   金 　  平  　 均 　  残 　  高　Loans & Discounts

Trading Account

Pecuniary Interests
Pecuniary Trust

StockBondsBank Debenture

預   金   平   均   残   高  Deposits

Undertaking of
a specific

Corporate Bond

Short Bonds

Deposit for safe

custody of negotiable

securities

Trust of a financial

futures transaction

etc.

借 入 金 平 均 残 高　Borrowings

Drivative
dealing

Foreign Bill

Monetary Claims
Bought

有    価     証     券     等     平     均     残     高　Security 

Local Government Bond

表　　　　　側 表　　　　　　　　　　頭
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農協連合会結果表

別添２

H23 H22 H23 H22 H23 H22 H23 H22 H23 H22 H23 H22 H23 H22

青 森

東 岩 手

宮 城

秋 田

北 山 形

福 島

茨 城

関 栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

東 長 野

静 岡

新 潟

富 山

石 川

福 井

岐 阜

愛 知

三 重

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

増 減 差

信 連

H23　計

H22　計

沖 縄

北 海 道

北

陸

東

海

近

畿

九

州

中

国

・

四

国

表 側 表 頭

畜 産 連 酪 農 連 そ の 他 連 計経 済 連

Ⅰ　集計表(連合会別、都道府県別)

厚 生 連
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Ⅱ　統計表(連合会別)

１　会員数

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

２　附加議決（選挙）権 （単位：連合会、票）

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

３　役員数 （単位：連合会、人）

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

そ の 他 連信 連

う ち 女 性

う ち 員 外

う ち 実 務 精 通 者

う ち 実 務 精 通 者

う ち 実 務 精 通 者

非 常 勤 監 事

う ち 員 外

う ち 実 務 精 通 者

常 勤 監 事

合 計

単 位 組 合 の み

経

営

管

理

委

員

会

区 分

集 計 連 合 会 数

設 置 連 合 会 数

附 加 議 決
（ 選 挙 ） 権 数

委 員 数

常 勤 理 事

非 常 勤 理 事

う ち 実 務 精 通 者

経 済 連 厚 生 連 畜 産 連

酪 農 連

信 連

信 連 経 済 連

そ の 他 連 合 会

計

准 会 員

経 済 連

全 国 農 協 連

区 分

与

え

て

い

る

場

合

単位組合と連合会

通 常 の 議 決
（ 選 挙 ） 権 数

酪 農 連

正

会

員

単
位
農
協

そ の 他 の 農 協

郡 （ 市 ） 農 協 連

県

農

協

連

与 え て い る

集 計 連 合 会 数

合 計

そ の 他 連

表 頭

附
加
議
決
権

区 分

総 合 農 協

そ の 他 連

酪 農 連信 連 経 済 連 厚 生 連 畜 産 連

表 側

厚 生 連 畜 産 連

与 え て い な い
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（１）　総　数 （単位：連合会、か所、人）

う ち 女 性

代
理
所
等

（
そ
の
他
事
業
所

）

H22

医 療 技 術 職 員

H22集 計 連 合 会 数 増減

設 置 か 所 数

厚生連

H23 H22 増減増減

技 術 担 当 職 員

合 計

参 事

設 置 か 所 数

合 計

経済連信連

H23H23

参 事

そ の 他 の 職 員

医 師

参 事

う ち 常 勤 嘱 託

う ち 女 性

技 術 担 当 職 員

単 位 農 協

参 事

う ち 女 性

合 計

そ の 他 の 職 員

技 術 担 当 職 員

う ち 出 向 職 員

そ の 他

連合会・中央会

職

員

数

合

計

病 院 職 員

表 側 表 頭

う ち 常 勤 嘱 託

そ の 他 の 職 員

う ち 准 看 護 師

計

う ち 出 向 職 員

区 分

保健師、助産師、看護師

薬 剤 師

病

院

本

所

合 計

そ の 他 の 職 員

技 術 担 当 職 員

支
所
・
出
張
所

４　支所、出張所等の設置状況及び職員数

そ の 他 の 職 員

参

考

臨 時 ・ パ ー ト

う ち 女 性
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（単位：連合会、か所、人）

増減 H23 H22H23 H23

そ の 他 の 職 員

合 計

そ の 他 の 職 員

技
術
担
当
職
員

そ の 他

そ の 他 の 職 員

技
術
担
当
職
員

人 工 授 精 師

そ の 他

参 事

人 工 授 精 師

技
術
担
当
職
員

合 計

う ち 出 向 職 員

獣 医 師

設 置 か 所 数

合 計

そ の 他

小 計

設 置 か 所 数

参 事

本

所

H22 増減

小 計

そ の 他

人 工 授 精 師

獣 医 師

集 計 連 合 会 数

参 事

獣 医 師

人 工 授 精 師

H22

区 分

獣 医 師

小 計

そ の 他 の 職 員

表 側 表 頭

その他連酪農連畜産連

技
術
担
当
職
員

う ち 女 性

小 計

合 計

参 事

増減

代
理
所
等

（
そ
の
他
事
業
所

）

職

員

数

合

計

支

所

・

出

張

所
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（２）　経済連の技術担当職員の内訳 （単位：連合会、人）

H22 増減

畜産
技術
指導
職員

そ の 他

計

合 計

計

そ の 他

人 工 授 精 師

園 芸 技 術 指 導 員

H23

支

所

・

出

張

所

宅 地 建 物 取 引 主 任 者

Ｌ Ｐ ガ ス 販 売 主 任 者

そ の 他

Ｌ Ｐ ガ ス 販 売 主 任 者

畜産
技術
指導
職員

獣 医 師

耕 種 技 術 指 導 員

自 動 車 整 備 士

危険物取扱主任者(石油)

畜産
技術
指導
職員

農 業 機 械 技 術 指 導 員

園 芸 技 術 指 導 員

耕 種 技 術 指 導 員

獣 医 師

Ｌ Ｐ ガ ス 販 売 主 任 者

経済連

表 頭

宅 地 建 物 取 引 主 任 者

そ

の

他

事

業

所

人 工 授 精 師

そ の 他

表 側

園 芸 技 術 指 導 員

農 業 機 械 技 術 指 導 員

自 動 車 整 備 士

危険物取扱主任者(石油)

危険物取扱主任者(石油)

そ の 他

計

耕 種 技 術 指 導 員

区 分

集 計 連 合 会 数

自 動 車 整 備 士

農 業 機 械 技 術 指 導 員

本

所

獣 医 師

宅 地 建 物 取 引 主 任 者

そ の 他

人 工 授 精 師
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５　労働条件

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

千
円
千
円

人

歳

年

千
円
千
円
千
円

人

歳

年

千
円
千
円
千
円

人

歳

年

千
円

（２）　新卒者の採用者数 (単位：人)

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

厚 生 連 畜産連 その他連酪農連

大学卒

酪農連

合

計

高校卒

厚 生 連 畜産連

信 連 経 済 連

平 均 勤 務 年 数

職 員 の 総 数

集 計 連 合 会 数

平 均 給 与

うち超過勤務手当

平 均 給 与

その他連

短大卒

大学卒

高校卒

平 均 年 齢

平 均 年 齢

表 側

大学卒

高校卒

短大卒

短大卒

うち超過勤務手当

男

女

平 均 年 齢

平 均 勤 務 年 数

表 頭

信 連 経 済 連区 分

集 計 連 合 会 数

男

（１）　職員平均給与（平成23年９月現在）

平 均 年 間 賞 与

区 分

平 均 年 間 賞 与

平 均 給 与

職 員 の 総 数
合

計

平 均 年 間 賞 与

うち超過勤務手当

平 均 勤 務 年 数

職 員 の 総 数

女
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（単位：人）厚生連　　（医師等技術職員）

栄 養 士

診 療 放 射 線 Ｘ 線 技 師

表 側

平成２３事業年度 平成２２事業年度

表 頭

（２）　新卒者の採用者数　のつづき

合　計

医 師

保 健 師 、 助 産 師 、 看 護 師

う ち 准 看 護 師

薬 剤 師

合　計 男

臨 床 衛 生 検 査 技 師

そ の 他 技 師

医
療
技
術
職
員

区 分
女

増　　　減

男 女 合　計 男 女
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６　補助金・助成金

・年間受入額 （単位：百万円） （単位：千円）

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

７　諸税 （単位：百万円） （単位：千円）

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

市 町 村 民 税

固 定 資 産 税

自 動 車 ・ 軽 自 動 車 税

区 分 その他連

集 計 連 合 会 数

そ の 他 の 税

計

表 側 表 頭

消 費 税

酪農連 その他連

法 人 税

印 紙 税

都 道 府 県 民 税

事 業 税

区 分 信 連 経 済 連 厚 生 連 畜産連

国 及 び 都 道 府 県

市 町 村 ・ 特 別 区

専 門 農 協 連

経 済 連

そ の 他

計

信 連 経 済 連 厚 生 連 畜産連 酪農連
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８　外部出資

株式会社の株式取得 （単位：百万円）

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

社

百万円

（単位：千円）

H23 H22 増減 H23 H22 増減 H23 H22 増減

社

百万円

表 頭

取 得 株 式 金 額

厚 生 連経 済 連

その他連畜産連 酪農連

信 連

集 計 連 合 会 数

集 計 連 合 会 数

取 得 株 式 会 社 数

取 得 株 式 金 額

区 分

取 得 株 式 会 社 数

表 側

区 分
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９　事業の明細

（１）　信連の事業

ア　預け金

（単位：百万円）

イ　貯金 （単位：百万円）

前年度末現在高

H22

増減額

増減額

そ の 他

系

統

区 分

区 分

H23 増減額

当年度末現在高

当年度末現在高

前年度末現在高

全 共 連

そ の 他 連 合 会

会

員

当 座 性

定 期 性

表 頭

譲 渡 性 預 け 金

合 計

系

統

外

そ の 他 農 協
要

求

払

貯

金

員 外

総 合 農 協

合 計

県 経 済 連

計

計

集 計 連 合 会 数

区 分

そ の 他

員 外

そ の 他 農 協

計

全 共 連

定 期 性

計

そ の 他 連 合 会

総 合 農 協

県 経 済 連

貸借対照表の明細

表 側

当 座 性

定

期

性

貯

金

会

員
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①　購買事業 （単位：百万円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

②　販売事業 （単位：百万円）

うち輸出額 うち輸出額

（単位：千円）

うち輸出額 うち輸出額

（単位：千円）

うち輸出額 うち輸出額

（単位：千円）

うち輸出額 うち輸出額

平成22事業年度平成23事業年度

その他連

購買利益
（購買手数
料を含む)

平成23事業年度

表 頭

平成22事業年度

当期供給
・取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む)

平成22事業年度

うち系統利用高

酪農連

販売利益
（販売手数
料を含む)

うち系統利用高

うち系統利用高

当期供給
・取扱高

購買利益
（購買手数
料を含む)

当期供給
・取扱高

当期供給
・取扱高

当期供給
・取扱高

畜産連

販売利益
（販売手数
料を含む)

当期受入高 当期受入高

平成23事業年度

経済連

当期受入高当期受入高

うち系統利用高

畜産連

販売利益
（販売手数
料を含む)

肥 料

農 薬

飼 料

購買利益
（購買手数
料を含む)

鶏 卵

うち系統利用高

うち系統利用高

当期受入高 購買利益
（購買手数
料を含む)

当期供給
・取扱高

当期受入高

当期販売・取扱高（買取・受託） 当期販売・取扱高（買取・受託）

平成22事業年度平成23事業年度

当期供給
・取扱高

経済連

購買利益
（購買手数
料を含む)

購買利益
（購買手数
料を含む)

酪農連

うち系統利用高

ブ ロ イ ラ ー ・ 成 鶏

畜 産 物 計

当期供給
・取扱高

当期受入高購買利益
（購買手数
料を含む) うち系統利用高

うち系統利用高

平成22事業年度

販売利益
（販売手数
料を含む)

平成23事業年度

平成23事業年度

当期販売・取扱高（買取・受託）

平成22事業年度

うち系統利用高

平成23事業年度

当期販売・取扱高（買取・受託）

平成22事業年度

販売利益
（販売手数
料を含む)

当期販売・取扱高（買取・受託）

うち系統利用高 うち系統利用高

合 計 平成22事業年度

販売利益
（販売手数
料を含む)

販売利益
（販売手数
料を含む)うち系統利用高

当期販売・取扱高（買取・受託）

その他連

販売利益
（販売手数
料を含む)

当期販売・取扱高（買取・受託）

平成23事業年度

うち系統利用高うち系統利用高

うち系統利用高

果 実

そ の 他

品 目

茶

合 計

生

活

物

資

農 業 機 械

小 計

生

産

資

材

雑 穀 ・ 豆 類

Ｌ Ｐ ガ ス

そ の 他

肉 豚

米

乳 用 牛

生 乳 ・ 牛 乳

花 き ・ 花 木

耐 久 消 費 財

家畜（種・母牛豚・子牛豚）

そ の 他 畜 産 物

当期受入高

当期販売・取扱高（買取・受託）

表 側

（２）　経済連及びその他の連合会の事業

燃 料

野 菜

肉 用 牛

品 目

自動車（ ２輪車を除く ）

そ の 他

小 計

衣 料 品

食 料 品

そ の 他 計

日 用 保 健 雑 貨 用 品

麦
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③　加工（製造）事業 （単位：百万円）

（単位：千円）

（単位：千円）

(単位：棟、㎡、ｔ)

④　農業倉庫事業（経済連のみ）

　農業倉庫の棟数及び面積

(単位：か所)

H23 H22 H23 H22

経 済 連 畜 産 連

H23 H22

標 準 収 容 能 力

棟 数

そ の 他

増減額

表 頭

酪農連

延 べ 床 面 積

H22H23 H22 増減

H23

品 目

精 米 麦 加 工

表 側

食 鶏 処 理 加 工

H22 増減

牛 乳

畜 肉 加 工

合 計

増減

製品及び副産物売上高 加工手数料

製 茶

H22 増減H23 H23

H23

製品及び副産物売上高

酪農連

製品及び副産物売上高

H23

加工手数料

加工手数料

増減 H22 増減

区 分

乳 製 品

青 果 物 び ん ・ か ん 詰

み そ ・ し ょ う ゆ

経済連

H22

その他連

資 材 倉 庫

そ の 他

農業機械ｻｰﾋ ﾞｽｾﾝﾀｰ（ｓ ｃ）

給 油 施 設 （ 給 油 所 ）

乳 質 検 査 施 設

Ｌ Ｐ ガ ス 充 て ん 施 設

配 送 セ ン タ ー （ 生 産 ）

精 米 麦 施 設

青果物集出荷施設(選果施設を含む。)

青果物貯蔵施設(冷蔵施設を含む。)

種 畜 場 （ 人 工 授 精 施 設 ）

家 畜 共 同 飼 育 施 設

家 畜 市 場

配 送 セ ン タ ー （ 生 活 ）

ク ー ラ ー ス テ ー シ ョ ン

食 肉 （ 枝 肉 ） セ ン タ ー

畜 産 加 工 施 設

自 動 車 分 解 整 備 施 設

給 油 施 設 （ 油 槽 所 ）

澱 粉 及 び 藷 加 工

そ の 他 連

H23 H22施 設 名 H23 H22

⑤　共同利用施設等の所有状況
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（総務省申請資料） 専門農協集計表

別添３

(単位：組合)

都道府県名

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

山梨

長野

静岡

新潟

富山

石川

福井

岐阜

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

２県以上

総計

計

集
計
組
合
数

出 資 非 出 資

表 頭

養鶏
牧野
管理

園芸
特産

農村
工業

農事
放送

園芸
特産

農村
工業

その
他

農事
放送

その
他

計 一般 畜産 酪農一般

表 側

調査票集計状況(都道府県別・業種別)

牧野
管理

畜産 酪農 養鶏
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（総務省申請資料）

１．組合員数及び役職員数
(1)　組合員数

一 般 農 協 正組合員の個人

畜 産 個　　人 団　　体 計 がいる戸数 個　　人 団　　体 計
酪 農
養 鶏              （単位：人）
牧 野 管 理
園 芸 特 産 個　　人 団　　体 計
農 村 工 業

農 事 放 送 (2)　正組合員（個人）数別組合数
そ の 他

計
一 般 農 協
畜 産
酪 農 （単位：組合）
養 鶏
牧 野 管 理
園 芸 特 産
農 村 工 業 (3)　役員数
農 事 放 送              （単位：人）
そ の 他 　 　 　

計 うち実務精通者 うち代表理事・組合長 うち実務精通者

　              （単位：人）
常勤理事つづき 　 　

うち実務精通者 うち実務精通者 うち実務精通者 うち女性

(4)　職員数
　 （単位：人）

うち常勤嘱託 うち女性 女性のうち常勤嘱託

　

(5)　職員の平均給与（平成２３年９月現在）
　 　　　　　（単位：人、千円、歳、年）

記入組合数 対象職員数 平均給与 うち超過勤務手当 平均年齢 平均勤務年数

　 　　　　　（単位：人、千円、歳、年）

記入組合数 対象職員数 平均給与 うち超過勤務手当 平均年齢 平均勤務年数
　

　 　　　　　（単位：人、千円、歳、年）

記入組合数 対象職員数 平均給与 うち超過勤務手当 平均年齢 平均勤務年数

　　　　　（単位：千円）

記入組合数 男性平均 記入組合数 女性平均 計

２．財務状況

一 般 農 協

ア　資産の部
　

酪 農

養 鶏

牧 野 管 理

園 芸 特 産

農 村 工 業

農 事 放 送 購買事業関係 販売事業関係 その他の事業関係

そ の 他

計 　

（単位：千円）

うち長期貸付金

常勤監事

１０１～３００人

非常勤理事

合計

外部出資

繰延資産

短期貸付金

雑資産

外部出資
その他の資産

繰延税金資産

金銭の信託・
有価証券

常勤理事

非常勤監事 合　　計

技術指導担当職員
　

資産の部合
計

事業未収金

外部出資等
損失引当金

うち減価償却累計額（▲）

　事業未精算
　債権

合　　計

固定資産
有形固定資産

参　　事

現金及び預金

その他の職員

年 間 賞 与 総 額

その他の資産

無形固定
資産

男       性

女       性

合       計

棚卸資産

(1)　貸借対照表（出資組合）　

専門農協集計表

畜 産

記入組合数 流動資産

貸倒引当金（▲）

受取手形

501～1,000人

1,001人以上

表　　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頭

准組合員の個人
がいる戸数

３０１～５００人

正　　組　　合　　員

調査組合数 ３０人以下 ３１～５０人

准　組　合　員

合　　　　　　　　　　計
出
　
　
資

非
　
出
　
資

出
　
　
資

５１～１００人
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（総務省申請資料）

イ　負債及び純資産の部

一 般 農 協

畜 産 購買事業関係 販売事業関係

酪 農 　

養 鶏

牧 野 管 理 その他の事業関係 賞与引当金 その他の引当金

園 芸 特 産
農 村 工 業
農 事 放 送
そ の 他 うち長期借入金 退職給付引当金 その他の引当金

計

未払込出資金(控除)

うち当期剰余金
（当期損失金差引）

（単位：千円）

(2) 財産目録（非出資組合）
一 般 農 協 ア　資産の部 　
畜 産
酪 農
養 鶏

牧 野 管 理 （単位：千円）

園 芸 特 産

農 村 工 業

農 事 放 送 イ　負債の部

そ の 他

計 基本財産基金 固定資産基金 退職給与基金 その他の基金 小　　計

（単位：組合数）
純資産がプラス 純資産がマイナ どちらでもない

の組合数 スの組合数 組合

３．損益状況(出資組合)
(1)　損益計算書

一 般 農 協

畜 産 （ア）事業損益の部

酪 農 購買事業収益 購買事業費用

養 鶏 　 　 購買品供給高（買取） 購買手数料（受託） 購買雑収入等 　

牧 野 管 理
園 芸 特 産 購買事業総利益 販売事業収益

農 村 工 業 購買品供給原価（買取） 購買雑費等 販売品販売高（買取） 販売手数料（受託） 販売雑収入等

農 事 放 送

そ の 他 販売事業総利益 加工事業収益 加工事業費用 加工事業総利益

計 販売品販売原価（買取） 販売雑費等 　 　

指導事業収入 指導事業支出 指導事業収支差額

うち賦課金

　 （単位：千円）

うち役員報酬 うち給与手当 うちその他の人件費

（イ）　事業外損益の部

うち預金利息 うち貸付金利息 うち金銭の信託・有価証券利息

（単位：千円）

うち借入金利息

イ　特別損益の部　(単位：千円)

（単位：千円）

（単位：組合、千円）

　剰余金
　発生組合数

当期剰余金
当期損失金
発生組合数

当期損失金
剰余・損失の

ない組合

事業利益
（又は事業損失）

他団体に払込
んだ出資金

当期未処分剰
余金発生組合
数

処分未済持分

うち受取利息 うち貸倒引当金戻入

純資産の部
合計

評価・換算
差額等

税引前当期利益
（税引前当期損
失）

法人税、住民税
及び事業税

経常利益（経
常損失）

（参考）

記入組合数

その他の事業総利益その他の事業収益

その他の資産 資産の部合計

当期未処分剰余金
（当期未処理損失金

差引）

事業管理費 うち人件費

その他の事業費用

記入組合数

当期未処理損
失金発生組合
数

剰余・損失ど
ちらでもない
組合数

負債及び純資
産の部合計

販売事業費用

ア経常損益の部

有価証券

基　　　　　　　　　金

利益準備金 任意積立金

現金及び預金 固定資産

借入金

（単位：千円）

負債の部合計

貸付金

（単位：組合、千円）

事業総利益

事業外費用
うち支払利息 うち貸倒引当金繰入

特別利益 特別損失

当期剰余金（当
期損失金）

合　　計

出
　
　
資

利益剰余金資本準備金回転出資金

非
　
出
　
資

出資金

差引純資産その他の負債

負債の部合計 組合員資本

任意積立金取崩額
当期未処分剰余
金（当期未処理
損失金）

法人税等調整額
当期首繰越剰余
金（当期首繰越
損失金）

事業外収益

事業未精算債務

表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頭

流動負債

繰延税金負債

短期借入金 事業未払金

出
　
　
資

支払手形

雑負債

固定負債
長期金銭債務 諸引当金

表　　　　　　側
専門農協集計表

諸引当金

66



（総務省申請資料）

一 般 農 協 (2)　剰余金処分又は損失金処理計算書
畜 産 ア　剰余金処分計算書

酪 農 　
養 鶏 当期首繰越剰余金 当期首繰越損失金 当期剰余金 当期損失金 任意積立金目的取崩額

牧 野 管 理 　 （単位：千円）
園 芸 特 産

農 村 工 業 利益準備金 任意積立金 任意積立金のうち目的積立金 出資配当金 事業分量配当金

農 事 放 送 　

そ の 他 イ　損失金処理計算書

計 　

当期首繰越損失金 当期首繰越剰余金 当期損失金 当期剰余金 任意積立金目的取崩額

（単位：千円）

任意積立金取崩額 利益準備金取崩額 資本準備金取崩額 回転出資金取崩額

ウ　出資配当率別組合数
（単位：組合）

４．株式会社への株式取得状況
(1)株式会社への株式取得状況　　　　　（単位：社、千円）

一 般 農 協 記入組合数 取得株式会社数 取得株式総金額
畜 産

酪 農 (2)子会社のうち株式会社の業種 　　　　　（単位：組合、社）

養 鶏

牧 野 管 理 記入組合数 生産資材の供給 生活物資の供給 農産物の加工・販売 農産物等の運搬 共同利用施設の設置・管理

園 芸 特 産 （単位：社）
農 村 工 業

農 事 放 送 その他 計
そ の 他

計 (3)　子会社の経営状況
一 般 農 協 　
畜 産

酪 農 記入組合数 当期利益会社数 当期純利益 当期損失会社数 当期純損失 損益無会社数

養 鶏 （単位：社）

牧 野 管 理

園 芸 特 産 有配当会社数 無配当会社数 　 　

農 村 工 業

農 事 放 送 ５．補助金
そ の 他 　 （単位：千円）

計

合　　計

６．この年度中に支払った諸税

　 （単位：千円）

　自動車・

　軽自動車税

７．購買事業
　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　　　　（単位：社、千円）

固定資産税

経営状況

任意積立金目的
外取崩額

次期繰越剰余金

当期未処分
剰余金

業　　　　　種

記入組合数

国・都道府県 合 計市町村・特別区 その他

専門農協集計表

記入組合数

当期未処理
損失金

剰余金処分額

業　　　　　　種

表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頭

任意積立金
目的外取崩
額

市町村民税

出
　
　
資

表　　　　　　側

株式会社への株式取得状況

消費税

４～７％未満 ７％

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

次期繰越損失金

家畜用資材・薬品

配当状況

損失金処理額

配当無し ４％未満

記入組合数

印紙税 都道府県民税 事業税

合    計

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

乳用牛

出
　
　
資

非
　
出
　
資

飼料

その他の税

法人税
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（総務省申請資料）

　 　　　　（単位：組合、千円）
一 般 農 協
畜 産 購買利益
酪 農 (購買手数料を含む)

養 鶏
牧 野 管 理 　 　　　　（単位：組合、千円）
園 芸 特 産
農 村 工 業 購買利益
農 事 放 送 (購買手数料を含む)

そ の 他
計 　 　　　　（単位：組合、千円）

一 般 農 協
畜 産 購買利益
酪 農 (購買手数料を含む)

養 鶏
牧 野 管 理 　 　　　　（単位：組合、千円）
園 芸 特 産
農 村 工 業 購買利益
農 事 放 送 (購買手数料を含む)

そ の 他
計 　 　　　　（単位：組合、千円）

合　　計
購買利益

(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

　 　　　　（単位：組合、千円）

購買利益
(購買手数料を含む)

牧草種子

ひな

農業機械

農薬

その他生産資材

生産資材小計

生活物資

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数

非
　
出
　
資

肉用牛

当期供給・取扱高

表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頭

豚

精液

当期供給・取扱高

当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数

種苗

包装・運搬資材

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高

出
　
　
資

表　　　　　　側
専門農協集計表

当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高

肥料

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

記入組合数 当期受入高 当期供給・取扱高

購買事業合計
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（総務省申請資料）

８．販売事業 　
一 般 農 協 　
畜 産
酪 農 販売手数料
養 鶏 (販売利益を含む)

牧 野 管 理 　
園 芸 特 産
農 村 工 業 販売手数料
農 事 放 送 (販売利益を含む)

そ の 他 　
計

一 般 農 協 販売手数料
畜 産 (販売利益を含む)

酪 農 　
養 鶏
牧 野 管 理 販売手数料
園 芸 特 産 (販売利益を含む)

農 村 工 業 　
農 事 放 送
そ の 他 販売手数料

計 (販売利益を含む)

合　　計
　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料

(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

　

販売手数料
(販売利益を含む)

記入組合数 当期販売・取扱高

表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頭

出
　
　
資

非
　
出
　
資

表　　　　　　側
専門農協集計表

うち輸出額

米
　　　　（単位：組合、千円）

　　　　（単位：組合、千円）
麦

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
加工用甘しょ・ばれいしょ

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
野菜

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
ホップ

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）

　　　　（単位：組合、千円）
果実

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
茶

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
花き・花木

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
その他農産物

種苗

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
牛乳

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
生乳

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

乳製品

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）

　　　　（単位：組合、千円）

　　　　（単位：組合、千円）
ひな・種鶏

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

鶏卵

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
ブロイラー・成鶏

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
乳用牛

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
肉用牛

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）
肉豚

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

　　　　（単位：組合、千円）

　　　　（単位：組合、千円）

　　　　（単位：組合、千円）
家畜（母、種牛豚・子牛豚）

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

販売事業合計

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額

その他畜産物

記入組合数 当期販売・取扱高 うち輸出額
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９．加工事業売上高
一 般 農 協 　 　　　　（単位：組合、千円）
畜 産
酪 農 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高

養 鶏
牧 野 管 理 　 　　　　（単位：組合、千円）
園 芸 特 産
農 村 工 業 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高

農 事 放 送
そ の 他 　 　　　　（単位：組合、千円）

計
一 般 農 協 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高

畜 産
酪 農 　 　　　　（単位：組合、千円）
養 鶏
牧 野 管 理 記入組合数 当期売上高 記入組合数 当期売上高

園 芸 特 産
農 村 工 業

農 事 放 送 １０．その他の事業
そ の 他 　 　　　　　　　（単位：組合）

計
合　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　                        （単位：組合）

（単位：組合）
農機具の共同 青果物 花き・花木
利用 品評会 品評会

１１．共同利用施設所有状況
　 　 　　　　　　　          　（単位：組合）

家畜共同飼育
施設

　　　　　　（単位：組合）
クーラーステー 農産物乾燥
ション 施設

非
　
出
　
資

乳製品 食鶏処理加工 製茶

専門農協集計表
表　　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頭

出
　
　
資

その他 合計

記入組合数 共同採種圃 病虫害共同防除 青果物市場経営 家畜共同飼育施設 家畜登録

青果物びん・かん詰

精米麦加工 漬物 みそ・しょうゆ

畜肉加工 牛乳

家畜診療 家畜貸与 種付け（人工授精） 集送乳事業 酪農ヘルパー 牧野管理

家畜品評会 農業倉庫

記入組合数 ライスセンター 青果物集出荷施設 青果物貯蔵施設
（冷蔵施設を含む。）

家畜診療施設 家畜市場

畜産物冷蔵施設 育すう施設 ＧＰセンター 牧野管理施設
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１．財務状況
貸借対照表（出資組合）

ア　資産の部 （単位：千円、組合）

３０人 ３１～ １０１人

記入組合数 以下 １００人 以上

 事業未収金

 事業未精算債権

購買事業関係

販売事業関係

その他の事業関係

 棚卸資産

 雑資産

固定資産

  有形固定資産

〔うち減価償却累計額（▲）〕

 無形固定資産

外部出資その他の資産

  外部出資

その他の資産

〔うち長期貸付金〕

繰延税金資産

繰延資産

資産の部合計

イ　負債及び純資産の部　

流動負債

短期借入金

  事業未払金

  事業未精算債務

購買事業関係

販売事業関係

その他の事業関係

雑負債

 諸引当金

賞与引当金

    その他の引当金

外部出資等損失引当金（▲）

貸倒引当金

 短期貸付金

 受取手形

 金銭の信託･有価証券

表　　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　頭

流動資産

 現金及び預金

計

正組合員
（個人）

専門農協集計表

支払手形
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表　　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　頭

専門農協集計表

固定負債

長期金銭債務

〔うち長期借入金〕

 諸引当金 (単位：千円)

退職給付引当金 ３０人 ３１～ １０１人

その他の引当金 以下 １００人 以上

繰延税金負債

　　　負債の部合計

組合員資本

出資金

未払込出資金(控除)

回転出資金

資本準備金

利益剰余金

利益準備金

任意積立金

当期未処分剰余金（当期未処理損失金差引）

うち当期剰余金（当期損失金差引）

処分未済持分

評価・換算差額等

　　　純資産の部の合計

負債及び純資産の部合計

当期未処分剰余金発生組合数

当期未処理損失金発生組合数

剰余・損失どちらでもない組合

（２）財産目録　　（非出資組合）

ア　資産の部　　

記入組合数

貸付金

借入金

その他の基金

他団体に払込んだ出資金

固定資産

その他の負債

基
金

小計

イ　負債の部

正組合員
（個人）

負 債 の 部 合 計

その他の資産

資産の部合計

計

基本財産基金

固定資産基金

退職給与基金

差 引 純 資 産

純 資 産 が プ ラ ス の 組 合 数

純 資 産 が マ イ ナ ス の 組 合 数

ど ち ら で も な い 組 合 数

現金及び預金

有価証券
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表 側 表 頭

専門農協集計表

２．損益の状況（出資組合）

（１）損益計算書

(単位：千円)

３０人 ３１～ １０１人

以下 １００人 以上

 購買品供給原価（買取）

 購買雑費等

 うち預金利息

　うち貸付金利息

　うち金銭の信託･有価証券利息

 うち貸倒引当金戻入

事業外費用

　うち借入金利息

経常利益（又は経常損失）

 販売事業費用

 うち支払利息

　うちその他人件費

加工事業収益

 うち受取利息

事業利益（又は事業損失）

     うち給与手当

　購買事業費用

     うち役員報酬

 うち貸倒引当金繰入

正組合員
（個人）

 購買品供給高（買取）

 購買手数料（受託）

 購買雑収入等

指導事業収入

事業外収益

その他事業費用

事業総利益

加工事業費用

　加工事業総利益

 （うち賦課金）

指導事業支出

 販売品販売高（買取）

 販売事業収益

 うち人件費

 販売雑収入等

 販売品販売原価（買取）

　指導事業収支差額

事業管理費

 購買事業総利益

計

　その他事業総利益

その他事業収益

 購買事業収益

 販売手数料（受託）

 販売雑費等

 販売事業総利益
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表　　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　頭

専門農協集計表

      特別利益

      特別損失

税引前当期利益（又は税引前当期損失） （単位：千円）

法人税、住民税及び事業税 ３０人 ３１～ １０１人

法人税等調整額 以下 １００人 以上

当期剰余金（当期損失金）

当期首繰越剰余金（又は当期首繰越損失金）

任意積立金取崩額

当期未処分剰余金（当期未処理損失金）

当期剰余金発生組合数

当期剰余金

当期損失金発生組合数

当期損失金

（２）剰余金処分又は損失金処理計算書

ア　剰余金処分計算書

イ　損失金処理計算書

当 期 損 失 金

任 意 積 立 金 目 的 取 崩 額

任 意 積 立 金 目 的 外 取 崩 額

事 業 分 量 配 当 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

損 失 金 処 理 額

任 意 積 立 金 取 崩 額

出 資 配 当 金

正組合員
（個人）

当 期 未 処 分 剰 余 金

当 期 剰 余 金

剰 余 金 処 分 額

当 期 首 繰 越 剰 余 金

当 期 首 繰 越 損 失 金

利 益 準 備 金 取 崩 額

任 意 積 立 金 目 的 外 取 崩 額

目 的 積 立 金

任 意 積 立 金 目 的 取 崩 額

当 期 損 失 金

当 期 剰 余 金

当 期 首 繰 越 剰 余 金

次 期 繰 越 剰 余 金

当 期 未 処 理 損 失 金

当 期 首 繰 越 損 失 金

資 本 準 備 金 取 崩 額

回 転 出 資 金 取 崩 額

次 期 繰 越 損 失 金

計
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表　　　　　　側 表　　　　　　　　　　　　頭

専門農協集計表

ウ　出資配当率別組合数

（単位：組合）

３０人 ３１～ １０１人

以下 １００人 以上

正組合員
（個人）

７ ％

配 当 無 し

４ ％ 未 満

４ ～ ７ ％ 未 満
計
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（調査事項） 

ア 農業協同組合一斉調査票（総合農協） 

a 組合の名称、住所及び設立登記年月日 

b 組合の地帯分類 

c 複数正組合員制 

d 役員選出方法 

e 職員 

f 組合員の資格 

g 組合員組織 

h 給与・定年制 

i 実施した事業 

j 共同利用施設等の状況 

k 事業契約 

l 貸借対照表 

m この事業年度中に支払った諸税 

n 損益計算書 

o 信用事業 

p 系統外出資等の状況 

q 販売事業 

r 加工事業 

s 購買店舗数 

t 補助金等 

u 奨励金・特別配当 

 

イ 農業協同組合連合会（都道府県区域）一斉調査票 

 a  連合会の名称、住所及び設立登記年月日 

 b  会員数 

 c 附加議決（選挙権） 

 d 役員数 

 e 補助金・助成金 

  f 本事業年度中に納税した諸税 

  g 外部出資 

  h 職員数及び本所、支所、出張所、代理所数等 

  i 職員給与状況 

  j 信連貸借対照表の明細 

  l 購買・販売事業 

  m 共同利用施設等の所有状況 
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ウ 農業協同組合一斉調査票（専門農協）

a 組合の名称、住所等 

b この調査票に記入した事業年度の始期と終期 

c 組合員数 

d 役員数 

e 職員数 

  f 職員の給与状況 

  g 株式会社への株式取得状況 

  h 財務状況 

  i 損益状況 

  j 剰余金処分又は損失金処理計算書 

  k 補助金 

l この事業年度中に支払った諸税

  m 購買事業 

  n 販売事業 

o 加工事業

  p その他の事業 

  q 共同利用施設所有状況 
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